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    第３節 警報設備 

    第１ 自動火災報知設備 

 

令第２１条並びに規則第２３条、規則第２４条及び規則第２４条の２の規定によるほか、次

によること。 

１ 受信機 

規則第２４条第２号及び規則第２４条の２第１号の規定によるほか、次によること。 

(1) 常用電源 

ア 交流電源 

(ｱ) 電源の電圧及び容量が適正であること。 

(ｲ) 電源電圧は、３００Ｖ以下とすること。 

(ｳ) 定格電圧は、６０Ｖを超える受信機の金属製外箱は接地工事を施すこと。 

(ｴ) 電源は、専用回路とすること。ただし、他の消防用設備等の電源を自動火災報知設

備の電源と共用する場合で、これにより自動火災報知設備に障害を及ぼすおそれのな

いときは共用することができる。 

(ｵ) 開閉器等の見やすい箇所に、自動火災報知設備専用である旨を表示し、容易に遮断

されないための措置を講じること。 

イ 蓄電池設備 

蓄電池設備を常用電源として使用する場合は、「蓄電池設備の基準（昭和４８年消防

庁告示第２号）」に適合するものを使用すること。 

(2) 非常電源 

令第２１条第２項第４号及び規則第２４条第４号並びに第３非常電源の例によるほか、

次の通りとする。 

ア 受信機の予備電源が非常電源の容量を超える場合は、非常電源を省略することができ

る。 

イ 自動火災報知設備の非常電源は、非常電源専用受電設備又は蓄電池設備によるものと

する。ただし、特定防火対象物で延べ面積が１，０００㎡以上のものにあっては、蓄電

池設備に限られている。なお、前記のように予備電源の容量が非常電源の容量以上であ

る場合が多く、一般的には非常電源を兼用するものとしている。 

ウ 非常電源専用受電設備 

(ｱ) 点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受けるおそれが少ない箇所に設け

ること。 

(ｲ) 他の電気回路の開閉器又は遮断器によって、遮断されないこと。 

(ｳ) 開閉器には、自動火災報知設備用である旨を表示すること。 

(ｴ) キュービクル式のものは、キュービクル式非常電源専用受電設備の基準（平成１０
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年消防庁告示第８号）に適合するものであること。なお、キュービクル式非常電源専

用受電設備は、キュービクル式非常電源専用受電設備認定委員会（㈳日本電気協会が

行う認定合格品であること。 

(ｵ) 低圧で受電する非常電源専用受電設備の配電盤又は分電盤は、配電盤及び分電盤の

基準（昭和５６年消防庁告示第１０号）に適合するものであること。なお、非常用配

電盤等認定委員会（㈳日本電気協会）が行う認定合格品であること。 

(3) 機器の選定 

受信機は、設置する防火対象物の規模等に応じ、第１－１表により設置することとし、

機器の選定は、規則第２４条第２号へからリの規定によることとする。 

第１－１表 

設置対象 受信機の種類 

警戒区域の数に対しては、すべて対応可 

Ｒ型・ＧＲ型 

ＧＰ型アナログ式 

Ｐ型 1 級・ＧＰ型 1 級 

警戒区域が 5 以下のもの Ｐ型２級・ＧＰ型２級 

防火対象物の延べ面積（令第２１条第１項第１０

号、第１１号及び第１３号に係る階に設ける場合

は、当該階の床面積）が３５０㎡以下のもの 

 

Ｐ型２級・ＧＰ型２級１回線 

防火対象物の延べ面積（令第２１条第１項第１０

号に係る階に設ける場合は、当該階の床面積）が

１５０㎡以下のもの 

Ｐ型２級・ＧＰ型２級１回線 

又はＰ型３級・ＧＰ型３級 

(4) 設置場所及び方法 

規則第２４条第２号ロ及び二の規定によるほか、次によること。 

ア 受信機は、次の場所に設けること。 

(ｱ) 防災センター等（常時人のいる場所） 

(ｲ) 共同住宅の管理人室等。ただし、無人となる場合は、非常時に入室できる構造とす

ること。 

(ｳ) 上記以外の場所で管理上やむを得ない場合は、玄関ホール、廊下等の共用部で避難

上支障とならない位置に設けること。なお、開放廊下等の共用部の場合は、防湿、防

塵、防眩及び悪戯防止のための収納箱等内に設置すること。☆ 

イ 温度又は湿度が高く、衝撃、震動等が激しい等、受信機の機能に影響を与える場所に

は設けないこと。 

ウ 直射日光、外光、照明等により、火災灯、表示灯等の点灯が不鮮明とならない位置に

設けること。 

エ 操作上、点検上障害とならないよう、有効な空間を確保すること。なお、自立型の場
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合で背面に扉等がないものは、背面の空間を省略することができる。 

（第１－１図参照） 

 

第１－１図 

オ 地震動等の震動による障害がないよう堅ろうに、かつ、傾きのないように設置するこ

と。 

カ 一の防火対象物は、原則として１台の受信機を設置し、監視するものであること。た

だし、同一敷地内に２以上の防火対象物（管理権原が同一の場合に限る。）が存する場

合で、次のいずれかにより集中管理ができる場合には、この限りでない。なお、他の対

象物に受信機が設置してある場合は、防災センター等（常時人のいる場所）に設置して

ある受信機で火災信号等を受信し、監視すること。 

(ｱ) 防火対象物の業態や利用形態等を考慮して、１台の受信機でも他の防火対象物の監

視ができると判断される場合は、１台の受信機で監視することができる。 

(ｲ) 受信機設置場所を防災センター等の１箇所とし、各棟を監視する複数の受信機を集

中させ監視すること。 

キ 規則第２４条第２号トに規定する受信機の設置場所相互間に設ける同時に通話するこ

とができる設備（以下「同時通話装置」という。）は、次に掲げるものをいう。なお、

前カによる場合にあっても、各棟と受信場所相互間に当該装置を設け、設備の集中管理

を図ること。☆ 

(ｱ) 発信機（Ｐ型１級、Ｔ型） 

(ｲ) 非常電話 

(ｳ) インターホン 

(ｴ) 構内電話で緊急割込みの機能を有するもの 

ク 放送設備の設置を必要とする防火対象物にあっては、増幅器等（操作部を含む。）と

併設すること。☆ 

ケ 夜間など時間帯によって受信場所が別の防火対象物等に移動する場合は、防火対象物

の規模にかかわらず当該場所に副受信機を設置すること。 

(5) 機器 

ア 一の表示窓で、２以上の警戒区域を表示しないこと。 
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イ 主電源は、原則として交流電源とすること。 

ウ 特定一階段等防火対象物に該当するものについては、再鳴動機能を有するものとする

こと。 

エ 増設工事等が予想される場合にあっては、受信機に余裕回線を残しておくこと。◇ 

オ 感知器等を他の設備と兼用するものにあっては、火災信号を他の設備の制御回路等を

中継しないで表示すること。ただし、火災信号の伝送に障害とならない方法で兼用する

ものにあっては、この限りでない。 

(6) 蓄積機能 

下記５ 蓄積機能の規定によること。 

(7) 地区音響装置の鳴動停止機能 

地区音響装置と放送設備が併設される場合は、非常放送中に地区音響装置の鳴動を自動

的に停止させること。☆ 

２ 警戒区域 

令第２１条第２項第１号及び第２号並びに規則第２３条第１項の規定によるほか、次によ

ること。 

(1) ２以上の独立した防火対象物にまたがらないこと。 

(2) 表示窓等には、警戒区域の名称等が適正に記入されているか、火災時に名称が適正に表

示されるものであること。 

(3) 警戒区域の面積（天井裏、小屋裏等を警戒する必要がある場合は、その床面積を含む。） 

が５００㎡以下の場合で、警戒区域が２の階に渡る場合は、２の階に渡る警戒区域のいず

れかの部分に容易に感知器の作動状況が確認できる階段又は点検口が設けられていること。

◇ 

(4) 階段、傾斜路等にあっては、高さ４５ｍ以下ごとに一の警戒区域とすること。ただし、

地階（地階の階数が一の防火対象物を除く。）の階段、傾斜路は別警戒区域とすること。

☆ 

(5) 階段、傾斜路、エレベーター昇降路、パイプダクトその他これらに類する場所が同一防

火対象物に２以上ある場合は、それらの一から水平距離５０ｍの範囲内にあるものにあっ

ては、同一警戒区域とすることができる。（第１－２、－３図参照） 
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注1 Ⓐ･Ⓑ･Ⓓの縦穴と階段は水平距離が５０ｍ以下であるから地上階をまとめて同一警戒とす

る。 

注2 Ⓒは水平距離が５０ｍ以下であっても頂部が他のダクト等と３階層以上異なっているので、

別の警戒区域とすること。 

注3 地階Ⓔダクトは階段との水平距離が５０ｍ以内であるから地階をまとめて同一警戒区域と

することができる。 

第１－２図 

 

第１－３図 
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(6) 階数が２以下の階段は、当該階の居室の警戒区域とすることができる。 

（第１－４図参照） 

 

第１－４図 

(7) 屋上の塔屋（Ｐ１、Ｐ２）又は地階で階とみなされない場合（Ｍ）は、第１－５、－６

図の例により６００㎡以下ごとに一の警戒区域とすることができる。 

 

第１－５図               第１－６図 

(8) 警戒区域の面積の算出は、感知器が免除されている場合も含めて算出すること。ただし、

開放された階段部分及び別の警戒区域を設定する階段、傾斜路、エレベーターシャフト、

パイプダクト等の部分の面積は除外できる。なお、算出基準は、壁等の中心線を境界線と

して算出すること。（第１－７図参照） 

 

第１－７図 

(9) 警戒区域の境界は、廊下、通路、壁等とする 

(10) 警戒区域は、防火対象物の防火区画又は避難区画等にまたがらないように設定されて
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いること。◇ 

(11) 各階の階段がそれぞれ５ｍ未満の範囲内で異なった位置に設けられている場合は、直

通階段とみなして一つの警戒区域を設定することができる。 

(12) 泡消火設備等の感知部分として自動火災報知設備の感知器のほか、一斉開放弁の開放

専用の感知器を設置する場合の警戒区域は、泡消火設備等の放射区域と同一に設定するこ

とができる。 

３ 感知器 

令第２１条第２項第３号及び規則第２３条（第１項から第３項及び第９項を除く。）並び

に規則第２４条の２第２号の規定によるほか、次によること。 

(1) 適応感知器 

ア 感知器の選択方法 

感知器は、規則第２３条第４項から第８項までの規定によるほか、次により設置場所

の環境状態に適応する感知器を設置すること。 

(ｱ) 多信号感知器以外の設置について 

ａ 第１－２表の適用 

規則第２３条第４項第１号二(ｲ)から(ﾄ)まで及び同号ホ(ﾊ)に掲げる場所 

ｂ 第１－３表の適用 

(a) 規則第２３条第５項各号に掲げる場所のうち、第１－３表の環境状態の項に

掲げる場所で非火災報又は感知の遅れが発生するおそれのある場合は、同表中

の適応煙感知器を設置すること。 

(b) 規則第２３条第６項第２号及び第３号に掲げる場所のうち、第１－３表の環

境状態の項に掲げる場所で非火災報又は感知の遅れが発生する恐れがある場合

は、同表中の適応熱感知器又は煙感知器を設置すること。 

(c) 前(a)又は(b)により煙感知器を設置した場合で、非火災報が頻繁に発生する

おそれ又は感知が著しく遅れるおそれのある場所にあっては、第１－３表中の

適応熱感知器又は炎感知器を設置すること。 

(ｲ) 多信号感知器を設置する場合は、当該感知器の有する性能（種類、感度、種別、公

称作動温度、蓄積、非蓄積型の別等）のすべてが前(ｱ)の設置条件に適応する感知器

を設置すること。 

(ｳ) 選択基準の運用 

ａ 第１－２表及び第１－３表で定める設置場所については、環境状態が類似する場

所であれば、具体例以外の場所であっても本基準を適応することができる。 

ｂ 既に設置されている感知器で非火災報が多く発生する感知器、又は失報のおそれ

のある感知器については、本基準に準じて感知器の取り替えを行うこと。◇ 
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第１－２表 

設 置 場 所 適 応 熱 感 知 器 

炎
感
知
器 

備    考 
環 境 状 態 具 体 例 

差動式 
スポット型 

差動式 
分布型 

補償式 
スポット型 

定温式 熱
ア
ナ
ロ
グ
式 

ス
ポ
ッ
ト
型 １

種 

２

種 

１

種 

２

種 

１

種 

２

種 

特

種 

１

種 

規
則
第
二
十
三
条
第
四
項
第
一
号
ニ
（
イ
）
か
ら
（
ト
）
ま
で
に
掲
げ
る
場
所
及
び
同
号
ホ
（
ハ
）
に
掲
げ
る
場
所 

じんあい、
微粉等が
多量に滞
留する場
所 

ごみ集積
所、荷捌
所、塗装
室、紡績、
製材・石材
等の加工場
等 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

１．規則第 23条第 5項第 6号
の規定による地階、無窓階及
び 11 階以上の部分では、炎

感知器を設置しなければならな
いとされているが、炎感知器に
よる監視が著しく困難な場合

等については、令第 32 条を適
用して、適応熱感知器を設置
できるものであること。 

２．差動式分布型感知器を設け
る場合は、検出部にじんあ
い、微粉等が侵入しない措置

を講じたものであること。 
３．差動式スポット型感知器又
は補償式スポット型感知器を設

ける場合は、じんあい、微粉
等が侵入しない構造のものであ
ること。 

４．定温式感知器を設ける場合
は、特種が望ましいこと。 

５．紡績・製材の加工場等火災

拡大が急速になるおそれのあ
る場所に設ける場合は、定温
式感知器にあっては特種で公

称差動温度 75℃以下のも
の、熱アナログ式スポット型
感知器にあっては火災表示に

係る設定表示温度を 80℃以
下としたものが望ましいこ
と。 

水蒸気が
多量に滞
留する場
所 

蒸気洗浄室、
脱衣室 、
湯沸室、
消毒室等 

〇 〇 × 〇 × 〇 〇 〇 〇 × 

１．差動式分布型感知器又は補
償式スポット型感知器は、急
激な温度変化を伴わない場所

に限り使用すること。 
２．差動式分布型感知器を設け
る場合は、検出部に水蒸気が

侵入しない措置を講じたもの
であること。 

３．差動式スポット型感知器、

補償式スポット型感知器、定
温式感知器又は熱アナログ式
スポット型感知器を設ける場

合は、防水型を使用するこ
と。 

腐食性ガ
スが発生
するおそ
れのある
場所 

メッキ工場
、バッテリ
ー室、汚水
処理場等 

× × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 

１．差動式分布型感知器を設け
る場合は、感知部が被覆さ
れ、検出部が腐食性ガスの影

響を受けないもの又は検出部
に腐食性ガスが侵入しない措
置を講じたものであること。 

２．補償式スポット型感知器、
定温式感知器又は熱アナログ
式スポット型感知器を設ける

場合は、腐食性ガスの性状に
応じ、耐酸型又は耐アルカリ
型を使用すること。 

３．定温式感知器を設ける場合
は、特種が望ましいこと。 
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厨房その
他正常時
において
煙が滞留
する場所 

厨房室、
調理室、
溶接作業所
等 

× × × × × × 〇 〇 〇 × 

厨房、調理室等で高温度とな
るおそれのある場所に設ける感
知器は、防水型を使用するこ

と。 

著しく高
温となる
場所 

乾燥室、
殺菌室、
ボイラー
室、鋳造
場、映写
室、スタ
ジオ室 

× × × × × × 〇 〇 〇 × 

 

排気ガス
が多量に
滞留する
場所 

駐車場、車
庫、荷物取
扱所、車
路、自家
発電室、ト
ラックヤー
ド、エンジン
テスト室等 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × 〇 〇 

１．規則第 23条第 5項第 6号
の規定による地階、無窓階及

び 11 階以上の部分では、炎
感知器を設置しなければなら
ないとされているが、炎感知

器による監視が著しく困難な
場合等については、令第 32
条を適用して、適応熱感知器

を設置できるものであるこ
と。 

２．熱アナログ式スポット型感

知器を設ける場合は、火災表
示に係る設定表示温度は 60
℃以下であること。 

 
煙が多量
に流入す
るおそれ
のある場
所 

配膳室、
厨房の前
室、厨房
内にある
食品庫、
ダムウエータ
ー、厨房周
辺の廊下及
び通路、食
堂等 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 

１．固形燃料等の可燃物が収納
される配膳室、厨房の前室等
は設ける定温式感知器は、特

種のものが望ましいこと。 
２．厨房周辺の廊下及び通路、
食堂等については、定温式感

知器を使用しないこと。 
３．上記２．の場所に熱アナロ
グ式スポット型感知器を設け

る場合は、火災表示に係る設
定表示温度は 60℃以下である
こと。 

結露が発
生する場
所 

スレート又
は鉄板で葺
いた屋根の
倉庫・工
場、パッケ
ージ型冷却
機専用の収
納室、密閉
された地下
倉庫、冷凍
室の周辺等 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 

１．差動式スポット型感知器、
補償式スポット型感知器、定

温式感知器又は熱アナログ式
スポット型感知器を設ける場
合は、防水型を使用すること 

２．補償式スポット型感知器
は、急激な温度変化を伴わな
い場所に限り使用すること。 

火を使用す
る設備で火
炎が露出す
るものが設
けられてい
る場所 

ガラス工
場、キュー
ポラのある
場所、溶接
作業所、厨
房、鋳造
所、鍛造所
等 

× × × × × × 〇 〇 〇 × 

 

 〔注〕１ 〇印は当該場所に適応することを示し、×印は当該設置場所に適応しないことを示す。 

    ２ 設置場所の欄に掲げる「具体例」については、感知器の取付け面の付近（炎感知器にあっては公称監

視距離の範囲）が、「環境状態」の欄に掲げるような状態にあるものを示す。 

    ３ 差動式スポット型、差動分布型及び補償式スポット型の１種は感度が良いため、非火災報の発生につ

いては２種に比べて不利な条件にあることを留意すること。 

    ４ 差動式分布型３種及び定温式２種は消火設備と連動する場合に限り使用できること。 

（昭和 44 年 10 月 31 日 消防予 249 号） 

    ５ 多信号感知器にあっては、その有する種別、公称作動温度の別に応じ、そのいずれも第１－２表によ

り適応感知器とされたものであること。 
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第１－３表 

設 置 場 所 適応熱感知器 適応煙感知器 

炎
感
知
器 

備   考 
環境状態 具 体 例 

差
動
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

差
動
式
分
布
型 

補
償
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

定
温
式 

熱
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

イ
オ
ン
化
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

光
電
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

イ
オ
ン
化
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

光
電
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

光
電
式
分
離
型 

光
電
ア
ナ
ロ
グ
式
分
布
型 

喫煙による煙が 

滞留するような 

換気の悪い場所 

会議室、応接室、休憩室、 
控室、楽屋、娯楽室、喫茶室、
飲食室、待合室、キャバレー 

等の客室、集会場、宴会場等 

〇 
 

〇 
 

〇 
 

   
〇 
※ 

 
〇 
※ 

〇 
 

〇 
 

 
 

就寝施設として 

使用する場所 

ホテルの客室、宿泊室、仮眠室、 

社会福祉施設の居室、 

病院等の病室 

     
〇 
※ 

〇 
※ 

〇 
※ 

〇 
※ 

〇 
 

〇 
 

 
 

煙以外の微粒子 

が浮遊している 

場所 

地下街通路等      
〇 
※ 

〇 
※ 

〇 
※ 

〇 
※ 

〇 
 

〇 
 

〇 
 

 

風の影響を受け 

やすい場所 

ロビー、礼拝堂、観覧場、 

搭屋にある機械室等 
 

〇 
 

    
〇 
※ 

 
〇 
※ 

〇 
 

〇 
 

〇 
 

 

煙が長い距離を 

移動して感知器 

に到達する場所 

廊下、階段、通路、傾斜路、 

エレベーター昇降路等 
      〇  〇 〇 〇  

光電式スポット型感 

知器又は光電アナログ 

式スポット型感知器 

を設ける場合は、当該 

感知器回路に蓄積 

機能を有しないこと。 

燻焼火災となる 

おそれのある 

場所 

電話機械室、通信機室、 

電算機室、機械制御室等 
      〇  〇 〇 〇  

 

大空間でかつ天 

井が高いこと等 

により熱及び煙 

が拡散する場所 

体育館、航空機の格納庫、 

高天井の倉庫・工場、観覧席 

上部で感知器取付け高さが 

８メートル以上の場所 

 〇        〇 〇 〇 

 

 

〔注〕１ 〇印は当該場所に適応することを示す。 

   ２ ※印は、当該設置場所に煙感知器を設ける場合は、当該感知器回路に蓄積機能を有することを示す。 

   ３ 設置場所の欄に掲げる「具体例」については、感知器の取り付け面の付近（光電式分離型感知器にあっては光

軸、炎感知器にあっては公称監視距離の範囲）が、「環境状態」の欄に掲げるような状態にあるものを示す。 

   ４ 差動式スポット型、差動式分布型、補償式スポット型及び煙式（当該感知器回路に蓄積機能を有しないもの）

の１種は感度が良いため、非火災報の発生については２種に比べて不利な条件にあることに留意すること。 

   ５ 差動式分布型３種及び定温式２種は消火設備と連動する場合に限り使用できること。 

   ６ 光電式分離型感知器は、正常時に煙等の発生がある場合で、かつ、空間が狭い場所に適応しない。 

   ７ 大空間でかつ天井が高いこと等により熱及び煙が拡散する場所で、差動式分布型又は光電式分離型２種を

設ける場合にあっては 15ｍ未満の天井高さに、光電式分離型１種を設ける場合にあっては 20ｍ未満の天井

高さで設置するものであること。 

   ８ 多信号感知器にあっては、その有する種別、公称作動温度の別に応じ、そのいずれもが第１－３表によ

り適応感知器とされたものであること。 

   ９ 蓄積型の感知器又は蓄積式の中継器若しくは受信機を設ける場合は、規則第 24条第７号の規定によること。 
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イ 取り付け面の高さによる感知器の設置 

取り付け面の高さにより、感知器は第１－４表の種別に基づき設置すること。 

 

第１－４表 

取付面の高さ 

感知器の種別 

４ｍ 
未満 

４ｍ以上 
８ｍ未満 

８ｍ以上 
15ｍ未満 

15ｍ以上 
20ｍ未満 

20ｍ 
以上 

差 動 式 

スポット型 
１ 種 〇 〇 ― ― ― 

２ 種 〇 〇 ― ― ― 

分布型 
１ 種 〇 〇 〇 ― ― 

２ 種 〇 〇 〇 ― ― 

補 償 式 スポット型 
１ 種 〇 〇 ― ― ― 

２ 種 〇 〇 ― ― ― 

定 温 式 スポット型 
特 種 〇 〇 ― ― ― 

１ 種 〇 〇 ― ― ― 

熱アナログ式 スポット型 特種相当 〇 〇 ― ― ― 

イオン化式 

光 電 式 
スポット型 

１ 種 〇 〇 〇 〇 ― 

２ 種 〇 〇 〇 ― ― 

３ 種 〇 ― ― ― ― 

イオン化式

光 電 

アナログ式 

スポット型 

１種相当 〇 〇 〇 〇 ― 

２種相当 〇 〇 〇 ― ― 

３種相当 〇 ― ― ― ― 

光 電 式 分離型 
１ 種 〇 〇 〇 〇 ― 

２ 種 〇 〇 〇 ― ― 

光電アナログ式 分離型 
１種相当 〇 〇 〇 〇 ― 

２種相当 〇 〇 〇 ― ― 

炎 感 知 器 ス ポ ッ ト 型 〇 〇 〇 〇 〇 

熱 複 合 式 

熱煙複合式 

煙 複 合 式 

多 信 号 

スポット型 

それぞれの有する感知器の取付け面の高さの低いものを基準とする。 

（例）      ：４ｍ未満  の場合、４ｍ未満 

         ：８ｍ未満  に設けること。 

 

         ：15ｍ未満  の場合、８ｍ未満 

         ：８ｍ未満  に設けること。 

〔注〕１ 〇印は当該設置場所に適応することを示す。 

    ２ 差動式分布型３種及び定温式２種は消火設備と連動する場合に限り、使用することができる。 

 

 

 

Ｓ 

Ｓ 
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ウ 補償式スポット型感知器又は定温式感知器は、正常時における最高周囲温度がそれぞ

れ公称作動温度又は定温点より２０℃以上低い場所に設置すること。ただし、定温式感

知器は、原則として公称作動温度７５℃以下のものを使用すること。 

(2) 設置場所 

ア 取り付け面の高さは、次式により計算し、適応する感知器を設けること。ただし、周

囲の状況から判断して出火が予想される収納物等が通常の状態において床面より高い位

置で収納される倉庫、格納庫にあっては、この限りでない。 

（取り付け面の最頂部）＋（取り付け面の最低部） 

取り付け面の高さ ＝                      

２ 

イ 感知器の取り付け面から下端までの距離は天井面にルーフデッキ等を使用する場合、

最頂部から感知器の下端までとすること。（第１－８図参照） 

 

第１－８図 

ウ 取り付け面の高さが８ｍを超え、かつ、差動式分布型及び煙感知器の設置が不適当と

認められる場所で、定温式又は差動式スポット型の感知器により有効に火災を感知する

ことができる部分には、定温式又は差動式スポット型の感知器を設けることができる。 

エ 換気口等の付近については（差動式分布型、光電式分離型、炎感知器を除く。）、次

により設けること。ただし、吹き出し方向が固定されている場合で、感知器に直接風圧

等がかからないものは、この限りでない。 

(ｱ) 換気口等の空気吹き出し口が天井面に設けられている場合は、吹き出し口から 

１．５ｍ以上離して感知器を取り付けること。（第１－９図参照） 

(ｲ) 換気口等の空気吹き出し口が天井面から１ｍ以内の壁体に設けられている場合は、

当該吹き出し口から１．５ｍ以上離して感知器を取り付けること。ただし、吹き出し

口が天井面から１ｍ以上離れた壁体に設けられている場合は状況により１．５ｍ以内

とすることができる。（第１－１０図参照） 
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第１－９図              第１－１０図 

オ 規則第２３条第４項第１号ロに規定する「その他外部の気流が流通する場所」とは外

気に面するそれぞれの部分から概ね５ｍ以内の箇所をいうものであること。ただし、梁、

たれ壁の下がりは、４０ｃｍ未満であること。（第１－１１図参照） 

(3) 感知区域 

規則第２３条第４項から第８項に定める感知器種別ごとに使用場所に適応した感知器を

設けるほか、次によること。 

ア 規則第２３条第４項第１号ロに該当する場所の感知区域は、前(2)オに規定する部分

以外の部分とすること。（第１－１１図参照） 

 

第１－１１図 

イ 傾斜天井等の角度、面積及び平均の出し方は、次によること。 

(ｱ) 傾斜角度 

傾斜角度（Ｂ／Ａ）が３／１０未満は平面天井とみなす。（第１－１２図参照） 
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(ｲ) 面積は水平面に投影された面積とする。（第１－１３図参照） 

 

第１－１２図         第１－１３図 

(ｳ) 平均高ｈは棟高（最頂部）Ｈと軒高（最低部）Ｈ´の中間点を平均高さとし、算出

方法は次の図式によること。（第１－１４～１８図参照） 

Ｈ（棟高）＋Ｈ´（軒高） 

ｈ ＝             

２ 

 

第１－１４図       第１－１５図       第１－１６図 

 

第１－１７図              第１－１８図 

ウ 感知区域の特例 

(ｱ) 感知区域を構成する間仕切壁、はり等（以下「間仕切壁等」という。）の上方の部

分（感知器の取り付け面の最頂部から下方０．６ｍ以内の部分）に、高さ０．２ｍ以
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上、幅１．８ｍ以上の開口部（らん間及びガラリ等で、熱気流及び煙が有効に流通す

るものを含む。）を設けた場合は、隣接する２以上の感知区域を一の感知区域とする

ことができる。 

(ｲ) 間仕切壁等の上部に開口部（０．２ｍ以上×０．３ｍ以上）を設け、その開口部か

ら０．３ｍ以内の位置に感知器を設けた場合は、当該隣接する感知区域を一の感知区

域とすることができる。 

(ｳ) １ｍ未満のはり等により、小区画が連続する場合は、感知器の取り付け面の高さに

応じて、第１－５表で定める範囲の隣接する感知区域を一の感知区域とみなすことが

できる。（第１－１９～２２図参照） 

第１－５表 

 

 

差動式分布型（空気管式）       差動式分布型（空気管式） 

第１－１９図             第１－２０図 
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第１－２１図 

 

 

 

 

１個の感知器が受け持つ感知区域の面積の合計

は第１－５表の範囲内であること。なお、各区

画は感知器を設置した区画と隣接していること。 

第１－２２図 

(ｴ) 細長い居室等の場合 

短辺が３ｍ未満の細長い居室等の場合は、歩行距離が、第１－６表で定める数値

以内ごとに１個以上設置すること。（第１－２３図参照） 

第１－６表 

 

ただし、Ｌは第１－６表で定める数値以内とする。 

第１－２３図 

(ｵ) はり等の深さが０．４ｍ以上（煙感知器及び差動式分布型（空気管式）にあっては

０．６ｍ以上）１ｍ未満で区画された５㎡以下（煙感知器にあっては１０㎡以下）の

小区画が１つ隣接している場合は、当該部分を含めて同一感知区域とすることができ

る。この場合、感知器は小区画に隣接するように設置し、その合計面積は、感知器の

種別によって定められている感知面積の範囲内であること。 

（第１－２４～２６図参照） 
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第１－２４図              差動式分布型（空気管式） 

第１－２５図 

 

差動式分布型（空気管式） 

第１－２６図 

(ｶ) 差動式分布型（空気管式）の場合で、取り付け面（天井面）より０．５ｍ以上の部

分に短辺が３ｍ以上で、かつ、面積が２０㎡以上の棚又は張出し等がある場合は、取

り付け面（天井面）とは別の感知区域とする。（第１－２７～３０図参照） 

(ｷ) 前(ｶ)の場合で、棚または張出し等と天井面との距離が０．５ｍ未満の場合にあっ

ては、当該棚又は張出し等の直上に相当する天井面の部分は感知器の設置を省略する

ことができる。（第１－３１、－３２図参照） 

(ｸ) スポット型感知器の設置についても、前(ｶ)及び(ｷ)の規定を準用するものとする。 

 

第１－２７図              第１－２８図 
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第１－２９図              第１－３０図 

 

第１－３１図             第１－３２図 

エ その他 

(ｱ) 感知区域の面積の算出は、壁の場合は壁の内側、はりの場合ははりの中心線までの

距離を基準に算出すること。 

(ｲ) 火災の感知を妨げる障害物がないこと。 

(ｳ) スポット型の感知器は、一の感知区域内で極端に偏在しないように設けること。 

(ｴ) 一の感知区域は規則第２３条第４項第３号から第５号及び第７号から第７号の５の

規定によるほか、次によること。 

ａ はり等のない場合は、一部屋が一の感知区域となる。 

ｂ はり等がある場合は、はり等の深さ０．４ｍ（差動式分布型及び煙スポット型感

知器にあっては０．６ｍ）以上のはり等によって囲まれた部分ごとが一の感知区

域となること。ただし、煙感知器にあっては、階段、傾斜路及び廊下、通路の場

合はこれによらないことができる。 

(4) 感知器の設置を除外できる場所 

令第２１条第２項第３号ただし書及び規則第２３条第４項第１号の規定によるほか、次

によること。 

ア 機械設備等の振動が激しい場所又は腐食性ガスの発生する場所等で感知器の機能の保

持が困難な場所 



第２章第３節 第１ 自動火災報知設備 

 

- 291 - 

 

イ 温度の異常な上昇又は誘導障害等、非火災報を発するおそれのある場所 

ウ 共同住宅及び個人の住居の用に供する部分の玄関の踏み込み部分で、その部分の床面

積が１㎡以下のもの｡ ただし、当該踏み込み部分がコンクリート叩きの場合は、その床

面積を問わないものとする。 

エ 便所及び便所に付随した洗面所並びに浴室の用途に供する場所。ただし、次の場所は

除く。 

(ｱ) 便所に電気便座付便器又は自動洗浄乾燥式便器等ヒーターを内蔵した機器を設置し

た場合で、当該機器が電気用品安全法に基づき、安全性が確認されていない場合、又

は機器個々のヒーターの出力が２キロワットを超える場合 

(ｲ) 便所に付随した洗面所に、電気温水器、ガラス曇り防止器等ヒーターを内蔵した機

器を設置した場合で、当該機器が電気用品安全法に基づき、安全性が確認されていな

い場合、又は機器個々のヒーターの出力が２キロワットを超える場合 

(ｳ) 浴室にバランス釜を設けた場合で、室内に面する仕上げが不燃材料又は準不燃材料

以外の場合 

(ｴ) 浴室に設ける天井組込み形衣類乾燥機、暖房等用電気機器（電気ヒーターを熱源（

ヒートポンプ式のみのものは除く。）とするもの）が、一般社団法人日本電機工業会

で定める自主試験基準に適合しない場合、又はこれと同等以上の安全性が確認されな

い場合 

オ 共同住宅及び個人の住居の用に供する部分で、感知器を設置した部分と同一感知区域

にある洗濯機置き場 

カ 主要構造部を耐火構造とし、その開口部に特定防火設備又はこれと同等以上のものが

設けられている金庫室に供する場所 

キ 恒温室、冷蔵室等で、当該場所における火災を早期に感知することができる自動温度

調節装置（警報を発するもの）のあるもの。 

ク 建基法第２条第９号の３イ若しくはロのいずれかに該当する準耐火構造とした建築物

の天井裏、小屋裏等が準不燃材料の床、壁及び天井で区画されている部分 

ケ パイプシャフト等（ＥＰＳを除く。）で、水平断面積が１㎡未満のもの。 

コ 耐火構造の壁で造られ、各階又は２の階ごとに水平区画が施され、かつ、その開口部 

に防火戸又はこれと同等以上のものが設けられているパイプシャフト（ＥＰＳは除く。） 

等。ただし、可燃性物品等の集積により出火危険がある部分を除く。 

サ 簡易間仕切板を収納する部分（収納庫）で、ガイドレール等により小区画のため、設

置困難な場所 

シ 移動間仕切板により二重区画された空間部分が、物置等に利用されず、かつ、照明器

具等が設けられていない場合で、火災発生のおそれが著しく少ない場合 

ス ショーウィンドウでその部分の面積が１㎡未満、かつ、幅が１ｍ未満の場所 
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セ プールの上部、プールサイドの上部（乾燥室、売店等の付属施設を除く。）及びアイ

ススケートリンクの滑走路部分の上部 

ソ 不燃材料で造られている防火対象物又はその部分で、次に掲げるもの。なお、当該部

分に存する設備及び物件が、原動機及び電動機等で出火のおそれが著しく少なく、延焼

拡大のおそれがないと認められる場合は、当該防火対象物又はその部分の一部として取

り扱うものとする。 

(ｱ) 浄水場又は汚水処理場等の用途に供する建築物で、水管、貯水池又は貯水槽を収容

する部分 

(ｲ) サイダー、ビール及びジュース工場等で洗浄又は充てん作業場等の部分 

(ｳ) 不燃性の金属、石材等の加工工場で可燃性のものを収納又は取扱わない部分 

(ｴ) 地下ピット 

タ 物入れ、倉庫等で、その床面積が１㎡未満のもの。 

チ 吸排気ダクトで風速が常時５ｍ／秒以上のもの、又は臭気ダクト並びにダクトシュー

トで、じんあい等が著しく発生する箇所。ただし、出火危険のある部分を除く。 

ツ 床の間 

テ 天井裏又はパイプスペース等で、ダクト等が輻輳して維持管理が困難な場所 

ト 押入れ等は、その構造等によって感知器を一部又は全部省略することができる。 

（第１－３３～４２図を参照） 

 

第１－３３図        第１－３４図        第１－３５図 

 

第１－３６図         第１－３７図       第１－３８図 
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第１－３９図         第１－４０図 

 

第１－４１図         第１－４２図 

(5) 機器 

ア 腐食性ガスの発生する場所に設ける場合は、耐酸又は耐アルカリ性の防食型の感知器

とすること。 

イ じんあい、可燃性ガス又は蒸気が滞留するおそれのある場所に設ける場合は、防爆型

等の防護措置を施した感知器とすること。 

ウ 水蒸気等が著しく発生するおそれのある場所（厨房、殺菌室、脱衣室、湯沸室等）に

設ける場合は、防水型の感知器とすること。 

エ 燻焼火災の発生するおそれのある押入れ等については、定温式特種とすること。 

(6) 設置方法 

ア 差動式スポット型、補償式スポット型及び定温式スポット型感知器 

規則第２３条第４項第１号から第３号、第６号、第８号及び第９号の規定によるほか、

次によること。 

(ｱ) ０．４ｍ未満のはり等によって区画されている場合は、千鳥配置となるように設置

すること。（第１－４３図参照）☆ 
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第１－４３図 

(ｲ) 取り付け面が段違いの場合は、次によるものとする。 

ａ 段違いが０．４ｍ未満の場合 

段違いの深さが０．４ｍ未満であれば、平面天井とみなして同一感知区域とす

ることができる。（第１－４４、－４５図参照） 

 

第１－４４図              第１－４５図 

ｂ 段違いが０．４ｍ以上の場合 

(a) 段違いの深さが０．４ｍ以上の場合で、当該居室等の幅が６ｍ未満の場合は、

当該居室等を同一感知区域とすることができる。なお、段違いの高い部分の幅

が１．５ｍ以上の場合は、高い天井面に設置すること。 

（第１－４６、－４７図参照） 

 

第１－４６図               第１－４７図 
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(b) 当該居室等の幅が６ｍ以上の場合で、主たる取り付け面（同一感知区域内で

取り付け面の高さが異なる部分がある場合は、その取り付け面の高さに応じた

面積のうち最も広い部分の取り付け面をいう。以下同じ。）より低い（又は高

い）段違いがある場合は、段違いの低い（又は高い）部分の幅が３ｍ（又は 

１．５ｍ）未満であれば同一感知区域とすることができる。なお、感知器は、

当該居室等の面積に必要な個数を高い（又は低い）天井面に有効に感知するよ

うに設置すること。（第１－４８、－４９図参照） 

 

第１－４８図             第１－４９図 

(c) 段違い天井が中央にある場合 

主たる取り付け面より低い（又は高い）段違いの幅が６ｍ（又は３ｍ）未満

の場合は、高い（又は低い）天井面と同一感知区域とすることができる。 

（第１－５０～５３図参照） 

Ⅰ 段違いが低い場合 

 

※ いずれの場合も感知器は、ａ、ｂ、ｃの合計面積に必要な個数を

有効に感知するように設置すること。 

第１－５０図              第１－５１図 
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Ⅱ 段違いが高い場合 

 

※ 感知器の取り付け面の幅が３ｍ未満で細長い部屋の場合は、前

(3)ウ(ｴ)の細長い居室等の場合の例により設置すること。 

第１－５２図             第１－５３図 

(ｳ) 傾斜天井の場合（第１－５４～５７図参照） 

傾斜角度が３／１０以上の場合は、感知区域内の感知器の必要個数を算出し、傾

斜天井の頂部に設けるほか、次により設置すること。 

ａ 壁等までの距離が第１－７表で定めるＬ（感知器の取り付け面の各部分から一の

感知器までの水平距離をいう。以下同じ。）の数値を超える場合 

(a) 頂部からＬごとにＬのほぼ中間に設置すること。 

(b) 傾斜角が大きい場合には、Ｌの範囲内で頂部が密となるようにすること。 

(c) 天井面の傾斜が左右同一の場合は、頂部を中心に左右対称となるように設置

すること。 

ｂ 壁等までの距離が第１－７表で定めるＬの数値未満の場合 

傾斜天井の頂部に設置すること。 

ｃ 定温式スポット型感知器にあっては、防火対象物の用途、内装、収容物等の状況

により、火災を有効に感知できると認められる場合は、定温式２種の感知器を設

置することができる。 
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第１－７表 

 

 

 

第１－５４図              第１－５５図 

 

第１－５６図                第１－５７図 

(ｴ) 越屋根天井の場合 

前(ｳ)によるほか、次によること。 

ａ 越屋根部の幅が１．５ｍ未満の場合 

越屋根部の基部にそれぞれ１個以上の感知器を設置し、その他の部分は前(ｳ)の
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傾斜天井の場合の例により設置すること。また、越屋根の構造が換気等の目的に

使用される場合は、熱の流通経路となるような位置を選定し設置すること。 

（第１－５８、－５９図参照） 

 

第１－５８図             第１－５９図 

ｂ 越屋根部の幅が１．５ｍ以上の場合 

越屋根の合掌部及び越屋根部の基部にそれぞれ１個以上の感知器を設置し、そ

の他の部分は前(ｳ)の傾斜天井の場合の例により設置すること。ただし、越屋根の

構造が換気等の目的に使用される場合は、越屋根の合掌部に設ける感知器を熱の

流通経路となる位置で、かつ、左右対称となるように設置すること。 

（第１－６０～６３図参照） 

 

第１－６０図            第１－６１図 

 

第１－６２図               第１－６３図 
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(ｵ) のこぎり型天井の場合 

傾斜角度が３／１０以上の場合は、前(ｳ)の傾斜天井の場合の例により設置するこ

と。ただし、のこぎり型天井の深さが０．４ｍ以上の場合は、傾斜角度にかかわらず

別の感知区域とすること。（第１－６４、－６５図参照) 

 

第１－６４図              第１－６５図 

(ｶ) 円形天井の場合 

円形天井の最低部と最頂部とを結ぶ線の傾斜角度が３／１０以上の場合は、感知

器は頂部に設置するほか、前(ｳ)の傾斜天井の場合の例により設置すること。ただし、

円型天井の深さが０．４ｍ以上の場合は、傾斜角度にかかわらず別の感知区域とする

こと。（第１－６６、－６７図参照） 

 

第１－６６図             第１－６７図 

(ｷ) 差動スポット試験器の設置 

変電室、機械室などで設置後に機能試験を行うのに困難な場所及び点検を行う際

に危険を伴う場所には、当該場所に次により設置すること。（第１－６８図参照） 

ａ 試験器は原則として入口付近に設置すること。 

ｂ 試験器と感知器の間の接続空気管長は、指定された長さ以内とすること。 

ｃ 試験器が２以上ある場合は、感知器と対応できるように番号を付すること。 
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注：Ｐは空気管を示す 

第１－６８図 

イ 定温式感知線型感知器 

規則第２３条第４項第１号、第２号、第５号及び第８号の規定によるほか、次による

こと。（第１－６９～７１図参照） 

(ｱ) 感知線の全長は、受信機の機能に支障のない長さ以下とすること。 

(ｲ) １室に１個以上の接続端子を設置すること。 

(ｳ) 感知線は、ステープル等により確実に止められていること。 

(ｴ) 各回路の末端には回路試験器を設置すること。 

 

第１－６９図               第１－７０図 

 

第１－７１図 

ウ 差動式分布型感知器（空気管式） 

規則第２３条第４項第１号、第２号及び第４号の規定によるほか、次によること。 

(ｱ) 空気管の露出部分は、小部屋等（小さな物置、押入れ等）で空気管の露出長が２０
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ｍに満ない場合は、２重巻又はコイル巻とすること。（第１－７２図参照） 

 

第１－７２図 

(ｲ) 相対する空気管の相互間隔は６ｍ（耐火構造にあっては９ｍ）以下とすること。た

だし、感知区域の規模又は形状等により有効に火災の発生を感知することができる場

合は、次の第１－７４図から第１－７６図に示すように設けることができる。 

（第１－７３～７６図参照） 

 

規則第２３条第４項第４号ハの設置例 

第１－７３図 
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１辺省略 

第１－７４図 

 

 

２辺省略 

第１－７５図 
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１辺省略と２辺省略の組合せ 

第１－７６図 

(ｳ) 取り付け面が段違いの場合 

ａ 段違いが０．６ｍ未満の場合 

段違いの深さが０．６ｍ未満であれば平面天井とみなして、同一感知区域とす

ることができる。（第１－７７、－７８図参照） 

 

第１－７７図              第１－７８図 

ｂ 段違いが０．６ｍ以上の場合 

段違いの深さが０．６ｍ以上の場合であっても、次の場合にあっては、段違い

天井を一の感知区域とすることができる。なお、第１－７９図から第１－８６図

中、Ｌで示される空気管の相互間については、(ｴ)の規定値以下とすること。 

(a) 段違いが壁面にある場合（第１－７９～８２図参照） 

主たる取り付け面より低い又は高い段違いがある場合で、その幅が３ｍ未満
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（高い場合は１．５ｍ未満）の場合は、同一感知区域とすることができる。 

 

主たる取り付け面より低い段違いが壁面にある場合 

第１－７９図              第１－８０図 

 

主たる取り付け面より高い段違いが壁面にある場合 

第１－８１図              第１－８２図 

(b) 段違いが中央にある場合（第１－８３～８６図参照） 

主たる取り付け面より低い段違いがある場合で、その幅が５ｍ（主要構造部

を耐火構造とした防火対象物にあっては６ｍ）未満の場合又は主たる取り付け

面より高い段違いのある場合で、その幅が１．５ｍ未満の場合は、同一感知区

域とすることができる。 

 

主たる取り付け面より低い段違いが中央にある場合 

第１－８３図 
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主たる取り付け面より低い段違いが中央にある場合 

第１－８４図 

 

主たる取り付け面より高い段違いが中央にある場合 

第１－８５図 

 

主たる取り付け面より高い段違いが中央にある場合 

第１－８６図 

(ｴ) 傾斜天井の場合 

傾斜角度が３／１０以上の場合は、建物の両側壁から１．５ｍ（ℓ）を除いた幅よ

り空気管の間隔が５ｍ（耐火構造にあっては６ｍ）以内となるように空気管の必要本

数を割り出し、頂部に１本以上設置するほか、頂部付近を密（２ｍ（耐火構造にあっ

ては３ｍ））に、空気管の平均間隔は、５ｍ（耐火構造にあっては６ｍ）以下とし、

かつ、設置が左右対称となるように設置すること。なお、この場合に粗となる空気管

の最大間隔は８ｍ（耐火構造にあっては９ｍ）を超えないこと（第１－８７図参照） 
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注 左右の天井面に設ける空気管の検出部を異にする場合は、頂上部

にそれぞれ異なる空気管を平行に設けること。 

第１－８７図 

(ｵ) 越屋根天井の場合 

前ア(ｴ)及びウ(ｴ)の例により設置するほか、次によること。 

（第１－８８～９１図参照） 

 

第１－８８図 
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第１－８９図 

 

越屋根が換気等の目的に使用されている場合 

第１－９０図 

 

第１－９１図 

(ｶ) のこぎり型天井の場合 

傾斜角度が３／１０以上の場合は、前ア(ｵ)及びウ(ｴ)の例により設置するほか、

次によること。 

ａ のこぎり型天井の深さが０．６ｍ以上の場合は、傾斜角度にかかわらず、別の感

知区域とすること。（第１－９２図参照） 
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第１－９２図 

ｂ 頂部に設置した空気管の位置では、直射日光により非火災報を発するおそれのあ

る場合は、１．５ｍ以下の範囲内で任意にずらして設置することができる。 

（第１－９３図参照） 

 

第１－９３図 

(ｷ) 円形天井の場合 

傾斜角度が３／１０以上の場合は、前ア、(ｶ)及びウ、(ｴ)の例により設置するほ

か、次によること。なお、円形の傾斜角度の算出は、円形天井の最頂部と最低部を直

線で結んだ角度とする。 

ａ 円形天井が２以上隣接している場合で、天井の深さが０．６ｍ以上の場合は、傾

斜角度にかかわらず別の感知区域とすること。（第１－９４図参照） 

 

第１－９４図 

ｂ 傾斜角度が３／１０以上の円形天井への空気管の設置例は次のとおりとする。 

（第１－９５図参照） 
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第１－９５図 

(ｸ) 逆円形天井の場合 

ａ 逆円形天井で、ａの深さが０．６ｍ以上であれば、Ａ又はＢの範囲は別の感知区

域とみなし、ａの深さが０．６ｍ未満の場合はＡ及びＢは同一感知区域とするこ

とができる。（第１－９６図参照） 

 

第１－９６図 

ｂ 空気管の設置方法は、原則として傾斜天井の例により行う。また、傾斜角度に関

係なく第１－９６図のａの深さが０．６ｍ以上であれば別の感知区域とすること。 

（第１－９７、－９８図参照） 

 

第１－９７図 

 

第１－９８図 
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ｃ 前ｂの規定にかかわらず天井面に空気管を設置することができない場合は、頂部

を密に設置することができる。（第１－９９図参照） 

 

第１－９９図 

(ｹ) その他 

ａ 空気管を布設する場合で、メッセンジャーワイヤを使用する場合（空気管とメッ

センジャーワイヤのより合せ及びセルフサポートによる場合等を含む。）は、ビ

ニル被覆が施されたものを使用すること。 

ｂ 検出部を異にする空気管が平行して隣接する場合は、その相互間隔を１．５ｍ以

内とすること。 

ｃ 一の検出部に接続する空気管の長さは１００ｍ以下とすること。この場合、検出

部に接続するリード用空気管も長さに含まれるものであること。 

ｄ 空気管は、ステープル等により確実に止められていること。また、バインド線等

で固定する場合のバインド線等は、ビニル被覆が施されたものを使用すること。 

ｅ 壁体等の貫通部には、保護管及びブッシング等を設けること。 

ｆ 空気管は、途中で分岐しないこと。 

ｇ テックス又は耐火ボード等、天井の目地に空気管を設ける場合は、感熱効果が十

分得られるよう、天井面に露出して設けること。 

ｈ 深さ０．３ｍ以上０．６ｍ未満のはりで区切られた小区画が連続してある場合は、

はり間隔２ｍ以下の区画にあっては区画ごとに長辺に平行して１本以上の空気管

を設けること。ただし、はり間隔１．５ｍ以下の区画にあっては、１区画おきに

設けることができる。 

エ 差動式分布型感知器（熱電対式） 

規則第２３条第４項第１号、第２号、第４号の２の規定によるほか、次によること。 

(ｱ) 熱電対部の前後間隔と相互間隔は、第１－８表で定める数値（ｍ）以下とすること。 

（第１－１００図参照） 
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第１－８表 

 

 

 

 

 

 

 

第１－１００図 

(ｲ) 熱電対部の個数は、一の感知区域ごとに４個以上とし、次によること。 

ａ 一の感知区域で主要構造部が耐火構造の場合２２㎡（耐火構造以外の場合１８㎡） 

で除し、熱電対部の個数を算出する。この場合、４個以下の場合は、最小接続個

数の４個とすること。 

ｂ 前ａにより算出された熱電対部の個数を検出部１台当たりの最大接続個数２０で

除し、検出部の台数を算出する。この場合、小数点以下の端数は切り上げること。 

（第１－１０１図参照） 

 

第１－１０１図 

(ｳ) 熱電対部と接続電線との最大合成抵抗値は、一の検出部につき指定値以下とするこ

と。 

(ｴ) 接続電線は、前ウ(ｹ)ａ及びｄにより確実に止められていること。なお、この場合、

熱電対部にはステープル等がかからないようにするとともに、熱電対部を折り曲げな

いようにすること。（第１－１０２図参照） 

 

第１－１０２図 
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(ｵ) 壁体等を貫通する部分は、前ウ(ｹ)ｅによること。 

(ｶ) 特殊な建物の場合は、空気管式に準じること。 

オ 差動式分布型感知器（熱半導体式） 

規則第２３条第４項第１号、第２号、第４号の３の規定によるほか、次によること。 

(ｱ) 感知区域ごとに、火災を有効に感知するよう第１－９表で定める基準により設ける

こと。 

第１－９表 

 

(ｲ) 感熱部と接続電線との最大合成抵抗は、一の検出部につき指定値以下とすること。 

カ 煙感知器（スポット型） 

規則第２３条第４項（第１号、第２号、第３号ロ、第７号、第７号の２、第８号、第

９号）及び第５項の規定によるほか、次によること。 

(ｱ) 廊下及び通路に設置する場合 

ａ 歩行距離３０ｍ（３種にあっては２０ｍ）につき１個以上設けること。ただし、

火災の発生を早期に周知させる必要があると判断される場合を除き、歩行距離 

１０ｍ以下の廊下及び通路は、感知器を設けないことができる。なお、歩行距離

は、廊下及び通路の中心線にそって測定するものとし、幅員が１．２ｍ未満の場

合は、中心線に感知器を設けること。（第１－１０３、－１０４図参照） 

ｂ 前ａに設ける感知器は、廊下及び通路の端部から歩行距離１５ｍ（３種にあって

は１０ｍ）以内の位置に設けること。（第１－１０３、－１０４図参照） 

 

第１－１０３図                第１－１０４図 
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ｃ 地階の廊下、通路で１ｍ以上の下がり、はり等がある場合は、隣接する両側の２

感知区域までを限度として、煙感知器の有効範囲内とすること。 

（第１－１０５図参照） 

 

第１－１０５図 

ｄ 廊下及び通路が傾斜している場合は、歩行距離が３０ｍにつき垂直距離が５ｍ未

満であるときは、前ｂに準じること。（第１－１０６図参照） 

 

第１－１０６図 

ｅ 第１－１０７～１１１図のように、１０ｍ以下の廊下及び通路(以下、廊下等と

いう。)、又は廊下等から階段に至るまでの歩行距離が１０ｍ以下の場合は、当該

廊下等には煙感知器を設けないことができる。また、廊下等と階段の間が扉で仕 

切られているか又は垂壁があっても、廊下等から階段に至るまでの歩行距離が１０ 

ｍ以下であれば当該廊下等を階段感知区域に含めることができる。 

 

第１－１０７図 
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第１－１０８図             第１－１０９図 

 

第１－１１０図 

 

第１－１１１図 

(ｲ) エレベーター昇降路、リネンシュート、パイプシャフト等に設置する場合 

ａ エレベーターの昇降路、リネンシュート、パイプダクト等のたて穴には最頂部に

設けること。 

ｂ エレベーターの昇降路に対する運用 

昇降路の頂部とエレベーター機械室との間に開口部があれば、第１－１１２図

のように当該開口部の面積に関係なくエレベーター機械室の天井面に煙感知器を

設置することで、エレベーターの昇降路の頂部には煙感知器を設けないことがで

きる。この場合、感知器はエレベーター機械室の感知面積に基づいた個数を設け
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ること。なお、油圧式のようにエレベーター昇降路の上部に開口部のない場合は、

昇降路の頂部に設けなければならない。 

 

第１－１１２図 

ｃ パイプダクト等に対する運用 

パイプダクト（縦方向）で水平断面積が１㎡（内法寸法）以上ある場合は、最

頂部に１個以上設けること。この場合、第１－１１３図のようにパイプダクト等

の開口部のⒷ部分が１㎡未満の場合でもパイプダクト等の断面積Ⓐ+Ⓑの部分が１

㎡以上の場合は、感知器を設けること。 

 

第１－１１３図 

ｄ 感知器を設けないことができる場所 

第１－１１４、－１１５図のように、パイプダクトその他これらに類する場所

が、各階又は２の階ごとに完全に水平区画されている場合は、感知器を設けない

ことができる。なお、出入口等が設けてある場合にあっては、出火の危険性が少

ない部分を除き、水平断面積１㎡以上のものには感知器を設けること。 

 

 



第２章第３節 第１ 自動火災報知設備 

 

- 316 - 

 

 

第１－１１４図          第１－１１５図 

(ｳ) 階段、エスカレーター及び傾斜路に設置する場合 

ａ 階段は、垂直距離１５ｍ（３種にあっては１０ｍ）につき１個以上を室内に面す

る部分又は上階の床の下面若しくは頂部に設けること。ただし、特定一階段等防

火対象物に該当するものについては、１種又は２種とし、垂直距離７．５ｍにつ

き１個以上を設置すること。（第１－１１６、－１１７図参照） 

  

第１－１１６図              第１－１１７図 

ｂ エスカレーター等は、前ａを準用すること。なお、エスカレーターが地階と接続

する場合は、第１－１１７図を参照すること。（第１－１１８図参照） 

 

 

第１－１１８図 
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ｃ 傾斜路等で、歩行距離が３０ｍにつき５ｍ以上の垂直距離の傾斜角度となる場合

は、前ａによること。（第１－１１９図参照） 

 

第１－１１９図 

ｄ 特殊な階段等の場合 

下階と上階との階段の距離が第１－１２０、－１２１図のようにその距離が５

ｍ未満であれば同一階段とみなして感知器を設けることができる。 

 

第１－１２０図         第１－１２１図 

ｅ 地下階がある場合は、地階の階数が１の場合を除き地上階と地下階は別の警戒区

域とし、感知器は第１－１２２図に示すように地上階と地下階とを分けて設ける。 

 

第１－１２２図            第１－１２３図 
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(ｴ) 天井が低い居室（天井高が２．３ｍ以下）又は狭い居室（概ね４０㎡未満）に設け

る場合は、出入口付近に設けること。 

(ｵ) 取り付け面に０．６ｍ以上の段違いがある場合 

原則として前ア(ｲ)の例により設置すること。ただし、段違いの深さは、０．４ｍ

とあるのを０．６ｍと読み替えるものとする。 

(ｶ) 傾斜天井の場合 

傾斜角度が３／１０以上の場合は、全体の必要個数を算出し、感知器の配置は第

１－１０表で定める数値により設置すること。（第１－１２４図参照） 

第１－１０表 

   

第１－１２４図 

(ｷ) 越屋根天井の場合 

前ア(ｴ)の例により設置すること。 

(ｸ) のこぎり型及び円形天井の場合 

前ア(ｵ)及び(ｶ)の例により設置すること。ただし、のこぎり天井及び円形天井の

深さは、０．４ｍとあるのを０．６ｍと読み替えるものとする。また、頂部を密に火

災を有効に感知するように設けること。 

(ｹ) その他 

ａ 地階、無窓階又は１１階以上の階に設けられた小規模倉庫、小屋裏及び押入れは

熱感知器とすることができる。 

ｂ 開放式の階段及び廊下等で、外部の気流が流通する場所における火災の発生を有

効に感知することができないものにあっては、煙感知器の設置を要しないもので

あること。 

ｃ 維持管理について著しく人命危険を伴う場所には、光電式分離型感知器又は試験

機能を有する熱感知器を設置すること。 

ｄ 防火戸等の閉鎖と自動火災報知設備の感知器の兼用は、認めて差し支えない。な

お、作動表示を防火戸の制御盤に入れ、それから自動火災報知設備の受信機へ表
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示を送ることはできない。 

ｅ 細長い居室等の場合 

短辺が３ｍ未満の細長い居室等に設ける場合は、前(ｱ)の廊下及び通路の規定に

準じて設けること。 

ｆ 小区画の場合 

はり等の深さが０．６ｍ以上１ｍ未満で、第１－１２５、－１２６図のように

小区画が連続している場合は、第１－１１表で定める面積の範囲内ごとに同一感

知区域とすることができる。ただし、表で定める面積の範囲内で、かつ、感知器

を設置した区画に他の区画が接していること（図中の→印のように各区画が隣接

していること。）。第１－１２６図の場合、斜線部分が６０㎡未満（取り付け面

の高さ８ｍ未満、２種）であれば同一感知区域とすることができる。なお、アナ

ログ式スポット型感知器は設定表示濃度により相当種別のものとして取扱うこと。 

第１－１１表 

 

 

第１－１２５図          第１－１２６図 

ｇ １つの小区画が隣接してある場合 

第１－１２７図のように０．６ｍ以上１ｍ未満のはり等によって区画された 

１０㎡以下の小区画が１つ隣接してある場合は、当該小区画を含めて同一感知区

域とすることができる。この場合の感知器は小区画に近接するように設けること。

なお、小区画を含めた合計面積は、感知器の種別によって定められている感知面

積の範囲内であること。 
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第１－１２７図 

ｈ 棚又は張出し等がある場合 

棚又は張出し等のある場合の感知区域の設定については、(3)ウ(ｶ)及び(ｷ)の規

定（差動式分布型（空気管式））に準ずること。 

キ 光電式分離型 

規則第２３条第４項第７号の３によるほか、次によること。 

(ｱ) 感知器は、壁によって区画された区域ごとに当該区域の各部分から一の光軸までの

水平距離が７ｍ以下とし、感知器の光軸の長さが当該感知器の公称監視距離の範囲内

となるように設けること。また、感知器の光軸の高さは、第１－１２９図のように、

天井等の高さの８０％以上となるように設けること。 

（第１－１２８、－１２９図参照） 

 

第１－１２８図              第１－１２９図 

(ｲ) 傾斜等がある天井等に対する感知器の設置方法 

傾斜型天井等に感知器を設置する場合は、一の感知器の監視区域を、まず天井等

の高さが最高となる部分も有効に包含できるように設定（越屋根の形状等を有するも

のを除く。）し、順次監視区域が隣接するように設定していくこと。ただし、天井等 

の高さが最高となる部分の８０％の高さより、軒の高さ（建基令第２条第１項第７号） 

が高い場合は、この限りでない。 

ａ 傾斜天井の場合 

(a) 軒の高さ（ｈ）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ）の８０％未満
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（ｈ＜０．８Ｈ）となる場合（第１－１３０図参照） 

 

第１－１３０図 

(b) 軒の高さ（ｈ）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ）の８０％以上

（ｈ≧０．８Ｈ）となる場合。この場合において、光軸の設定は、Ａ方向又は

Ｂ方向のいずれでもよいものとする。（第１－１３１図参照） 

 

第１－１３１図 

ｂ のこぎり形天井の場合 

(a) 軒の高さ（ｈ１、ｈ２）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ１、Ｈ

２）の８０％未満（ｈ１＜０．８Ｈ１、ｈ２＜０．８Ｈ２）となる場合 

（第１－１３２図参照） 

 

第１－１３２図 

(b) 軒の高さ（ｈ１、ｈ２）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ１、Ｈ
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２）の８０％以上（ｈ１≧０．８Ｈ１、ｈ２≧０．８Ｈ２）となる場合 

（第１－１３３図参照） 

 

第１－１３３図 

ｃ 差掛形天井の場合 

(a) 軒の高さ（ｈ１、ｈ２）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ１、Ｈ

２）の８０％未満（ｈ１＜０．８Ｈ１、ｈ２＜０．８Ｈ２）となる場合 

（第１－１３４図参照） 

 

第１－１３４図 

(b) 軒の高さ（ｈ１、ｈ２）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ１、Ｈ

２）の８０％以上（ｈ１≧０．８Ｈ１、ｈ２≧０．８Ｈ２）となる場合 

（第１－１３５図参照） 

 

第１－１３５図 

ｄ 越屋根を有する傾斜形天井等の場合 

(a) 越屋根部の幅（Ｗ）が１．５ｍ以上の場合は、天井等の傾斜にかかわらず、
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当該越屋根部を有効に包含できるように監視区域を設定するとともに、順次、

監視区域を隣接するように設定すること。ただし、越屋根が換気等の目的に使

用するものにあっては、当該越屋根部の基部にそれぞれ光軸が通るように監視

区域を設定すること。（第１－１３６、－１３７図参照） 

 

第１－１３６図 

 

第１－１３７図 

(b) 越屋根部の幅（Ｗ）が１．５ｍ未満の場合は、天井等の傾斜にかかわらず、

当該越屋根を支える大棟間の中心付近に光軸が通るように監視区域を設定する

とともに、順次、監視区域を隣接するように設定すること。 

（第１－１３８図参照） 

 

第１－１３８図 

ｅ 円形の天井の場合 

(a) アーチ形天井等の場合は、監視区域をアーチ天井等の高さが最高となる部分
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を有効に包含できるように設定し、順次、監視区域を隣接するように設定して

いくこと。(第１－１３９図参照) 

 

第１－１３９図 

(b) ドーム形天井等の場合は、当該感知器の光軸が、ドーム形天井等の各部分の

高さの８０％内に収まり、かつ、未監視区域を生じないように設置すること。 

ｆ 凹、凸がある壁面で監視区域を設定する場合は、凹凸がある壁面と光軸との水平

距離は、当該壁面との最深部から７ｍ以下とすること。この場合、凹凸の深さ７

ｍを超える部分にあっては、未監視部分が生じないように当該部分を、スポット

型感知器で補完すること。（第１－１４０、－１４１図参照） 

 

第１－１４０図                 第１－１４１図 

ｇ 公称監視距離を越える空間の場合 

感知器の公称距離を超える空間に感知器を設置する場合は、未警戒部分が生じ

ないように光軸を連続して設定すること。ただし、感知器の維持、管理、点検の

ため天井等の部分に通路等を設ける場合は、隣接する感知器の水平距離は１ｍ以

内とすること。（第１－１４２、第１－１４３図参照） 
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第１－１４２図 

 

第１－１４３図 

(ｳ) その他 

ａ 外光等の影響を受けないように設けること。 

ｂ 感知器は、壁、天井等に確実に取り付けるとともに、衝撃、振動等により容易に

光軸がずれないよう措置を講じること。 

ｃ 隣接する監視区域に設ける感知器が相互に干渉する場合は、送光部、受光部を交

互に設置するなどの措置をすること。☆ 

ｄ 非火災報防止のため、設置場所の高さ、環境、感知器種別等を考慮して設置する

こと。 

ｅ 設置後の有効な維持管理のために設置場所を考慮すること。 

ｆ 天井等の高さが１５ｍ以上２０ｍ未満の場所に設けるものは１種、アナログ式に

あっては１種相当のものとすること。 

ｇ 感知器の公称監視距離の範囲内となるように光軸の長さを設定する際は、感知器

のレンズ面を基準とすること。 

ク 複合式スポット型感知器 

複合式スポット型感知器の感知区域、取り付け面の高さ及び取り付け面から感知器の

下端までの距離について、その有する種別に応じて定められた規定のいずれにも満足す

るものであること。 

(ｱ) 感知区域の設定 

熱煙複合式スポット型感知器の場合は、熱式の基準により感知区域を設定するこ

と。（取り付け面から０．４ｍ以上のはり等によって区画された部分を感知区域とす
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る。）（第１－１４５図参照） 

 

第１－１４５図 

(ｲ) 取り付け面の高さ 

取り付けることができる取り付け面の高さが異なる感知器の組み合わせによる複

合式スポット型感知器の場合は、低い部分にしか取り付けられない感知器を基準にし

て設置すること。 たとえば、熱式スポット型感知器の取り付け面の高さは８ｍ未満

（定温式スポット型２種は４ｍ未満）、煙式スポット型感知器の取り付け面の高さは、

１種・・・２０ｍ未満、２種・・・１５ｍ未満、３種・・・４ｍ未満とされている。

従って、煙式スポット型の１種又は２種と熱式スポット型（定温式２種を除く）との

熱煙複合式の場合は、熱式スポット型の最高８ｍ未満の規定により設けること。 

（第１－１４６図参照） 

 

第１－１４６図 

(ｳ) 感知面積の設定 

感知面積の異なる種別が組み合わされた複合式スポット型感知器の感知面積は、

取り付け面の高さに応じて定める感知面積のうち、最も大きい感知面積により設定す

ることができる。（定温式スポット型特種と、光電式スポット型２種との熱煙複合式

の場合を例にとれば、取り付け面が４ｍ未満で、主要構造部が耐火構造の防火対象物

に設ける場合、床面積１５０㎡につき１個以上の個数を設けることとなる。） 

(ｴ) 煙感知器下端の位置 

熱煙複合式スポット型感知器の場合は、熱式の基準により設置すること。（０．３ 

ｍ以内の位置となる）（第１－１４７図参照） 
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第１－１４７図 

ケ 多信号感知器 

多信号感知器の設置基準は、前クに準じて設けること。ただし、光電式分離型につい

ては、感知器を設置する区域の天井等の高さについてのみ、取り付け面の高さの基準を

準用すること。 

(ｱ) ２信号の取り出し方 

他の設備等と連動する場合の２信号方式（例：煙感知器（アナログ）による１種

レベルで注意予備警報、２種レベルで火災表示、３種レベルで防火戸連動）を用いる

場合の取り出し方法は、次によること。 

ａ 一の室が１感知区域の場合 

(a) 感知器を１個設ければ足りる場合 

Ⅰ 第１－１４８図のように多信号機能を有する感知器を設けて、２信号を取

り出す。 

Ⅱ 第１－１４９図のように多信号機能を有しない感知器を２個設けて、２信

号を取り出す。 

 

◎：多信号機能を有する感知器 

○：多信号機能を有しない感知器（以下、第１－１５８図まで同じ。） 

第１－１４８図             第１－１４９図 

(b) 感知器を２個以上設けなければならない場合 

Ⅰ 第１－１５０図のように多信号機能を有する感知器を２個以上設けて、２

信号を取り出す。 
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第１－１５０図 

Ⅱ 第１－１５１図のように多信号機能を有しない感知器を２個以上設けて、

２信号を取り出す。 

 

第１－１５１図 

Ⅲ 感知器を３個以上設ける場合は、第１－１５２～１５４図のように、それ

ぞれ隣接した感知器から別の信号を取出せるように接続すること。ただし、

差動式分布型を設ける場合は、検出部ではなく、空気管等の布設について隣

接を考慮すること。 

 

第１－１５２図      第１－１５３図      第１－１５４図 

ｂ 一の室が２以上の感知区域の場合 

(a) 感知器を警戒区域ごとに１個設ければ足りる場合 

第１－１５５、－１５６図のように前ａ(a)の方法に準じて設けること。 

 

第１－１５５図              第１－１５６図 

(b) 感知器を警戒区域ごとに２個以上設けなければならない場合 

第１－１５７、－１５８図のように前ａ(b)の方法に準じて設けること。 
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第１－１５７図              第１－１５８図 

コ 炎感知器 

規則第２３条第４項第７号の４の規定によるほか、次によること。 

(ｱ) 設置基準 

ａ 室内に設けるものにあっては屋内型を、屋外に設けるものにあっては屋外型を設

置すること。ただし、軒下又は上屋の下部等で雨水のかかるおそれがない場所に

設置する場合は、屋内型を設けることができる。 

ｂ 設置例 

壁によって区画された区域ごとに、当該区域の床面から高さ１．２ｍまでの空

間（以下「監視空間」という。）の各部分から当該感知器までの距離が公称監視

距離の範囲内となるように設けること。（第１－１５９図参照） 

 

第１－１５９図 

ｃ 警戒区域の１辺の長さについては、主要な出入口からその内部を見通すことがで

きる場合にあっては、令第３２条を適用して、１００ｍ以下とすることができる。 

ｄ 規則第２３条第４項第７号の４の規定に定める障害物等により有効に火災の発生
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を感知できないとは、感知障害となり、かつ、床面から高さ１．２ｍを超える障

害物等が設けられていることをいう。なお、感知器の設置は、次の例によること。 

(a) 監視空間を超える障害物等がある場合 

監視空間内に１．２ｍを超える障害物等がある場合及び１．２ｍを超える位

置に棚等がある場合は、当該部分を監視する感知器を別に設置すること。 

（第１－１６０、第１－１６１図参照） 

 

第１－１６０図 

 

第１－１６１図 

(b) 障害物等が監視空間内の場合 

監視空間内に置かれた高さ１．２ｍ以下の物によって遮られる部分は、監視

障害のないものとして取り扱って差し支えないこと。（第１－１６２図参照） 

 

第１－１６２図 

ｅ ライター等の炎による非火災報を防止するため、炎感知器から直近の監視空間ま

での距離が、当該感知器の監視することができる距離のおおむね１／２以上とな

るように設置すること。◇ 
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(ｲ) 道路の用に供する部分に設ける場合は、次によること。 

ａ 道路型を設けること。 

ｂ 道路面（監視員通路が設けられている場合は、当該通路面）から高さが１．０ｍ

以上１．５ｍ以下の部分に設けること。（第１－１６３図参照） 

ｃ 感知器は、道路の側壁部又は路端の上部に設けること。 

ｄ 感知器は、道路の各部分から当該感知器までの距離（監視距離）が公称監視距離

の範囲内となるように設けること。ただし設置個数が１個となる場合は、２個設

けること。 

ｅ 感知器は、障害物等により有効に火災の発生を感知できないことがないように設

けること 

ｆ 感知器は、日光を受けない位置に設けること。ただし、感知障害が生じないよう

に遮光板等を設けた場合にあっては、この限りでない。 

 

第１－１６３図 

(ｳ) 炎感知器は、設置する場所の環境により非火災報を発生することがあるので、以下

の環境を考慮して設計すること。 

ａ 紫外線式の場合 

(a) ハロゲンランプ、殺菌灯、電撃殺虫灯等が使用される場所 

(b) 溶接作業をする場所若しくはその影響を受ける場所 

(c) 火花を発生する機器等が設置されている場所 

ｂ 赤外線式の場合 

(a) 自動車のヘッドライトがあたる場所 

(b) 太陽の直射日光が直接感知器にあたる場所 

(c) 赤外線を発する機器がある場所 

(ｴ) 規則第２３条第５項第５号に定める場所で、炎感知器が障害物等により火災を有効

に感知できない場合は、令第３２条を適用して、光電式分離型感知器又は煙感知器を

設けることができる。 

(ｵ) 障害物等により炎感知器で火災を有効に感知できない場合は、当該場所に適応する

熱感知器又は煙感知器を設置すること。ただし、当該場所が規則第２３条第４項第１

号ロに掲げる部分の場合、感知器の設置を省略することができる。 
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サ アナログ式感知器 

規則第２３条第７項の規定によるほか、次によること。 

(ｱ) 熱アナログ式スポット型感知器は、定温式特種として取り扱うものであること。 

(ｲ) イオン化アナログ式スポット型感知器、光電アナログ式スポット型感知器及び光電

アナログ式分離型感知器は、注意表示に係る設定表示濃度及び火災表示に係る設定表

示濃度を変更することにより、感知器の種別が異なることから、設置場所の天井高さ、

床面積を確認し、適合する種別の感知器を設置すること。 

４ 中継器 

規則第２３条第９項及び規則第２４条の２第３号の規定によるほか、次によること。 

(1) 構造 

ア 水滴が浸入しにくいこと。 

イ 不燃性又は難燃性の外箱で覆うこと。 

ウ 定格電圧が６０Ｖを超える中継器の金属製外箱には、接地端子を設けること。 

エ 地区音響装置を鳴動させる中継器は、受信機において操作しない限り鳴動を継続させ

ること。 

オ 受信機又は他の中継器から電力を供給される方式の中継器には、外部負荷に電力を供

給する回路に、ヒューズ、ブレーカーその他の保護装置を設けるとともに、当該保護装

置が作動した場合に自動的に受信機にその旨の信号を送るものであること。 

カ 受信機又は他の中継器から電力を供給されない方式の中継器には、電源入力回路及び

外部負荷に電力を供給する回路にヒューズ、ブレーカーその他の保護装置を設けるとと

もに、当該中継器の主電源の停止又は保護装置が作動した場合に、自動的に受信機にそ

の旨の信号を送るものであること。この場合、中継器には予備電源を設けなければなら

ない。 

(2) 常用電源 

ア 交流電源 

(ｱ) 受信機から電源の供給を受ける中継器 

前１(1)ア(ｱ)から(ｳ)を準用すること。 

(ｲ) 受信機から電源の供給を受けない中継器 

前１(1)アを準用するほか、次によること。 

ａ 中継器の電源が停止した場合、ただちに受信機にその旨の信号を送る機能を有す

ること。 

ｂ 予備電源の良否を試験する機能を有すること。 

イ 蓄電池設備 

前１(1)イを準用すること。 

(3) 非常電源 
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前１(2)を準用すること。 

(4) 設置場所 

ア アドレスを付加するために、感知器上部に取り付けられるものを除き、天井、壁及び

床が不燃材料又は準不燃材料で区画されており、かつ、開口部を防火設備とした場所の

点検に便利な箇所に設けられていること。ただし、金属性ボックス又は難燃性ボックス

内に設ける等、防火上有効な措置を講じた場合はこの限りでない。 

イ 裸火等を用いる火気使用設備から５ｍ以内の位置に設けないこと。ただし、熱による

影響がなく維持管理ができる場合は、これによらないことができる。◇ 

ウ 振動が激しい場所又は腐食性ガスの発生する場所等、機能障害の生じるおそれのある

場所に設けないこと。 

エ 蓄積式は、受信機内部又は受信機直近の外部に設けることとし、外部に設ける場合は、

不燃性又は難燃性の外箱で覆うこと。 

(5) 蓄積機能 

下記５ 蓄積機能の規定によること。 

５ 蓄積機能 

(1) 感知器との接続 

蓄積式中継器及び蓄積式受信機に感知器を接続する場合にあっては、一の警戒区域ごと

に次によること。 

ア 感知器を接続する場合にあっては、当該感知器の公称蓄積時間と当該中継器に設定さ

れた蓄積時間及び受信機の蓄積時間の合計の最大時間（接続される感知器の種類によっ

て当該中継器等の蓄積時間の異なるものにあっては、その合計の最大時間をいう。以下

同じ。）が６０秒を超えないこと。 

イ 煙感知器以外の感知器を接続する場合にあっては、当該中継器に設定された蓄積時間

及び受信機の蓄積時間の合計の最大時間が２０秒を超えないこと。 

(2) 適応性 

感知器、中継器及び受信機の接続は、指定された適正なものであること。 

(3) 蓄積機能の解除 

蓄積式中継器及び蓄積式受信機は、発信機を操作した場合、蓄積機能を自動的に解除で

きるものであること。 

６ 地区音響装置 

規則第２４条第５号及び第５号の２の規定によるほか、設置場所及び設置方法については

次によること。 

(1) 音響効果を妨げるような障害物のある場所には設けないこと。 

(2) 損傷を受けるおそれのある場所に設けないこと。 

(3) ベルの鳴動により、設備に振動を与えないように設けること。 



第２章第３節 第１ 自動火災報知設備 

 

- 334 - 

 

(4) 受信機の設置場所と宿直室等が異なる場合は、宿直室等には、音響装置又は副受信機を

設けること。◇ 

(5) 音色は他の騒音等と明らかに区別できること。 

(6) 規則第２４条第５号イ(ﾛ)及び第５号の２イ(ﾛ)に規定する他の警報音又は騒音と明らか

に区別して聞き取ることができる措置は、次によること。 

ア 任意の場所で地区音響装置の音圧を６５デシベル以上確保すること。 

イ 暗騒音の音圧が６５デシベル以上ある場合は、次のいずれかによること。 

(ｱ) 地区音響装置の音圧が、当該場所における暗騒音よりも６デシベル以上強くなるよ

う確保されていること。 

(ｲ) 地区音響装置の作動と連動して、地区音響装置の音以外の音が自動的に停止し、又

は常時人がいる場所に受信機又は火災表示盤等を設置することにより、地区音響装置

が鳴動した場合に地区音響装置以外の音が手動で停止若しくは低減できるものである

こと。 

(7) 規則第２４条第５号イ(ﾊ)及び第５号の２イ(ﾊ)に規定する当該個室において警報音を確

実に聞き取ることができる措置は、次のいずれかによること。ただし、いずれかの措置を

施してもなお、警報音を確実に聞き取ることが困難であると認められる場合は、次のア及

びイの措置を併用すること。☆ 

ア 地区音響装置の作動と連動して地区音響装置以外の音が自動的に停止する措置 

イ 地区音響装置を増設する措置で、その方法は次によること。ただし、これによらなく

ても警報音を確実に聞き取ることができる場合は、この限りでない。 

(ｱ) 原則として、個室ごとに設けること。 

(ｲ) ブース形式で間仕切り壁が天井まで達していない場合は、前(ｱ)にかかわらず音圧

の効果が大きく見込める天井面に、半径５メートル以下ごとに１個設けること。 

(8) 「地区音響装置の基準（平成９年消防庁告示第９号）」に適合すること。なお、原則と

して、認定品を設置すること。☆ 

(9) 可燃性ガス又は粉じん等の滞留するおそれのある場所及び雨水又は腐食性ガス等の影響

を受けるおそれのある場所に設ける場合は、適当な防護措置を講じること。 

(10) 規則第２５条の２の規定に基づき放送設備を設置した場合、地区音響装置を省略する

ことができる。ただし、地区音響装置を省略する場合、自動火災報知設備の作動と連動し

て放送設備を起動させること。 

７ 鳴動方法 

(1) 地区音響装置の鳴動方法は、次の場合を除き、原則として全館一斉鳴動とすること。 

(2) 規則第２４条第５号ハ及び第５号の２ロに規定する防火対象物にあっては、次によるこ

と。 

ア 第１報の感知器が作動した場合は、第１－１２表に示す鳴動方法とすること。 
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第１－１２表 

 

※ 原則として、階段、傾斜路、エレベーター昇降路又はパイプダクト等に設置

した感知器の作動と連動して、地区音響装置を鳴動させないこと。 

イ 新たな火災信号として次の信号を受信した場合は、全館一斉鳴動に切り替わるもので

あること。 

(ｱ) 第１報の感知器の警戒区域以外の警戒区域の感知器が作動した旨の信号 

(ｲ) アナログ式自動火災報知設備等で、火災信号を個別、かつ、多段階に識別できる自

動火災報知設備については、第１報の感知器以外の感知器からの火災表示すべき煙濃

度又は温度に達した旨の信号 

(ｳ) 発信機からの信号 

ウ 第１報の感知器が作動し、前イの新たな火災信号の入力がない場合でも、防火対象物

の用途、規模等を考慮し最大でも１０分以内で自動的に全館一斉鳴動に切り替わること。 

エ 大規模な防火対象物の報知区域は、次によることができる。この場合においては、隣

接する他の報知区域と同一に鳴動できるものであること。 

（第１－１６４、－１６５図参照） 

(ｱ) 一の防火対象物が、地階、人工地盤等で接続された建築物群にあっては、各棟の管

理区分ごとで、かつ、防火区画等の部分ごとに一報知区域とすることができる。 

(ｲ) 一の階が広大な防火対象物にあっては、当該階の防火区画等ごとに一報知区域とす

ることができる。この場合、一報知区域の面積は、努めて１，２００㎡以上とするこ

と。なお、地階部分の報知区域には、避難上有効な階段等が含まれていること。 

オ 音圧は、取り付けられた音響装置の中心から１ｍ離れた位置で９０デシベル以上であ

るとともに、原則として、任意の場所で６５デシベル（居室にあっては６０デシベル）

以上の音量が確保されていること。なお、事前に関係者の資料等により騒音が把握でき

る場所にあっては、その騒音より概ね６デシベル以上の音圧を確保するように配意する

こと。☆ 
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第１－１６４図 
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第１－１６５図 

８ 発信機及び表示灯 

発信機は、規則第２４条第８号の２の規定によるほか、次によること。 

(1) 設置場所 

ア ホール入口、階段付近又は廊下等多数の者にふれやすく、かつ、火災に際し速やかに

操作できる場所に設けること。☆ 

イ ２階建ての階段室型共同住宅等で、自動火災報知設備を設置する場合は、発信機及び

表示灯（地区音響装置も含む。）は、各階段の１階部分に設置することで足りるものと

する。 

ウ メゾネット住宅等の共同住宅の発信機及び表示灯は住戸の主たる玄関が存する階のみ

に設け、他の階に設けないことができる。ただし、防火対象物の各部分から一の発信機

までの歩行距離が５０ｍ以下となるように設けること。 

(2) 設置方法 

ア 可燃性ガス又は粉じん等の滞留するおそれのある場所及び雨水又は腐食性ガス等の影
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響を受けるおそれのある場所に設ける場合は、適当な防護措置を講じること。 

イ 屋内消火栓箱等の扉の開閉に伴って可動する部分に設けるリード線は、可橈性のある

より線等を使用すること。 

(3) 機器 

ア 受信機に適応するものであること。 

イ 他の消防用設備等と共用する場合は、自動火災報知設備の機能に支障をきたさないこ

と。 

(4) 表示灯 

他の消防用設備等と兼用する場合を除き、非常電源を要しないものであること。 

９ 総合操作盤 

総合操作盤は、「総合操作盤の基準（平成１６年消防庁告示第７号）」に適合させること。 

10 配線等 

規則第２４条第１号の規定によるほか、次によること。 

(1) 電線 

自動火災報知設備の配線（耐火又は耐熱保護を必要とするものを除く。）に用いる電線

は、第１－１３表のＡ欄に掲げる電線の種類に応じ、それぞれＢ欄に掲げる規格に適合し、

かつ、Ｃ欄に掲げる導体直径若しくは導体の断面積を有するもの、又はＢ欄及びＣ欄に掲

げる電線に適合するものと同等以上の電線としての性能を有するものであること。 
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第１－１３表 

 

備考 注１ 径間が１０ｍ以下の場合は、導体直径２．０mm 以上の軟銅線とす

ることができる。 

注２ 使用電圧６０Ⅴ以下の配線に使用する電線については、本表のＢ欄

に掲げるＪＣＳ４３９６以外の規格に適合する電線で、それぞれＣ欄

に掲げる導体直径又は導体の断面積を有するものも使用できるものと

する。 

※ ＪＣＳ 日本電線工業会規格 

(2) 配線及び工事方法 

配線及び工事方法は、次に適合すること。 

ア 屋内配線 

屋内配線の工事は、次による金属管工事、合成樹脂管工事、ケーブル工事、金属ダク

ト工事、可橈電線管工事又はこれと同等以上の工事方法によること。 

(ｱ) 金属管工事 

ａ 金属管内には、電線の接続点を設けないこと。 

ｂ 金属管は、ＪＩＳ Ｃ ８３０５（鋼製電線管）に適合するもの又はこれと同等以
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上の腐食性及び引張り強度を有するものとし、コンクリートに埋め込むものにあ

っては１．２mm 以上、その他にあっては１mm 以上であること。ただし、継手のな

い長さ４ｍ以下の電線管を乾燥した露出場所に施設する場合は、０．５mm 以上と

することができる。 

ｃ 金属管の端口及び内面は、電線の被覆を損傷しないものであること。 

ｄ 金属管の屈曲部の曲率半径は、管内径の６倍以上とすること。 

ｅ 管路は、できる限り屈曲を少なくし、１箇所のたわみ角度は９０度以下とするこ

と。 

ｆ 屈曲部（直角又はこれに近い屈曲箇所をいう。）が３箇所を超える場合又は金属

管のわたり長さが３０ｍ以上の場合は、電線の接続が容易に行えるような場所に、

プルボックス又はジョイントボックスを設けること。なお、ボックス内には、水

が浸入しないように措置を講じること。 

ｇ 金属管相互の接続は、カップリングを使用し、ねじ込み、突合せ及び締付けを十

分に行うこと。 

ｈ メタルラス張り又は金属板張りの壁体等を貫通させる場合は、十分に絶縁させる

こと。 

(ｲ) 合成樹脂管工事 

ａ 合成樹脂管内には、電線の接続点を設けないこと。 

ｂ 合成樹脂管は、ＪＩＳ Ｃ ８４３０（硬質塩化ビニル電線管）に適合するもの又

はこれと同等以上の耐電圧性、引張り強度及び耐熱性を有すること。 

ｃ 合成樹脂管相互及びボックスの接続は、管の差込み深さを管の外径の１．２倍（

接着剤を使用する場合は０．８倍）以上とし、堅ろうに行うこと。 

ｄ 管の支持点間は、１．５ｍ以下とし、管端、管のボックス接続点又は管相互の接

続点の支持間の距離は、０．３ｍ以下とすること。 

ｅ 温度又は湿度の高い場所に設ける場合は、適当な防護措置を講じること。 

ｆ 重量物による圧力又は著しい機械的衝撃を受けるおそれのある場所等にあっては、

適当な防護措置を講じること。 

ｇ 壁体等を貫通させる場合は、適当な防護措置を講じること。 

ｈ その他、前(ｱ)の金属管工事に準じて行うこと。 

(ｳ) ケーブル工事 

ａ ケーブルを造営材の面に沿って取り付ける場合は、ケーブルの支持点間の距離を

２ｍ以下とし、かつ、ケーブルの被覆を損傷しないように取り付けること。 

ｂ ケーブルは、水道管、ガス管及び他の配線等と接触しないように設けること。 

ｃ 重量物による圧力又は著しい機械的衝撃を受けるおそれのある場所等にあっては、

適当な防護措置を講じること。 
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ｄ 壁体等を貫通させる場合は、適当な防護措置を講じること。 

(ｴ) 金属ダクト工事 

ａ 金属ダクト内には電線の接続点を設けないこと。ただし、電線の接続点が容易に

点検できる場合は、この限りでない。 

ｂ 金属ダクトに収める電線の断面積（絶縁被覆を含む。）の総和は、ダクトの内断

面積の５０％以下とすること。 

ｃ 金属ダクトの内面は、電線の被覆を損傷しないものであること。 

ｄ 金属ダクト内の電線を外部に引出す部分に係る工事は、金属管工事、可橈電線管

工事、合成樹脂管工事又はケーブル工事とすること。 

ｅ 金属ダクトは、幅が５cm を超え、かつ、厚さ１．２mm 以上の鉄板又はこれと同

等以上の機械的強度を有すること。 

ｆ 金属ダクトの支持点間の距離は、３ｍ以下とすること。 

ｇ 金属ダクトには、さび止め等の防食措置を講じること。 

(ｵ) 可橈電線管工事 

ａ 可橈電線管内には、電線の接続点を設けないこと。 

ｂ 可橈電線管の内面は、電線の被覆を損傷しないものであること。 

ｃ 重量物による圧力又は著しい機械的衝撃を受けるおそれのある場所等にあっては、

適当な防護措置を講じること。 

ｄ 可橈電線管相互接続は、カップリングで行い、可橈電線管とボックス又はキャビ

ネットとの接続はコネクタで行うこと。 

ｅ 可橈電線管の支持点間の距離は、１ｍ以下とし、サドルなどで支持すること。 

イ 地中配線 

(ｱ) 地中配線の工事は、次により管路引入れ式、暗きょ式又は直接埋設式によること。 

(ｲ) 管路引入れ式、暗きょ式及び直接埋設式共通事項 

ａ 地中箱及び地中電線を収める管は、堅ろうで車両等の重圧に耐え、かつ、水が浸

入しにくい構造とすること。 

ｂ 地中箱の底部には水抜きを設けること。 

ｃ 自動火災報知設備用ケーブルと電力ケーブルは、０．３ｍ以上（特別高圧の電力

ケーブルの場合は、０．６ｍ以上）離すこと。ただし、電磁的に遮閉を行い、か

つ、耐火性能を有する隔壁を設けた場合はこの限りでない。 

(ｳ) 直接埋設式による場合の埋設深さは、車両その他の重量物の圧力を受けるおそれの

ある場所にあっては１．２ｍ以上、その他の場所にあっては０．６ｍ以上とすること。 

ウ 架空配線 

(ｱ) 支持物は、木柱、コンクリート柱、鋼管柱又は鉄塔のいずれかによること。 

(ｲ) 木柱及びコンクリート柱等の支持等は、根入れを支持物の全長の１／６とし、かつ、
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埋設深さは、０．３ｍ以上とすること。 

(ｳ) 支線及び支柱 

ａ 支線は、その素線の直径が３．２mm 以上の亜鉛メッキ鉄線又はこれと同等以上

の防食性及び引張り強度を有するものを用い、素線は３条以上のより合わせした

ものを使用すること。 

ｂ 支線と支持物は、堅固に取り付けること。 

(ｴ) 自動火災報知設備の架空電線（以下「架空電線」という。）と他の架空電力線等が

接近又は交差する場合は、次によること。（第１－１４表参照） 

第１－１４表 

 

ａ 架空電線と他の架空線路の支持物との距離は、低圧架空線路にあっては０．３ｍ

以上、高圧架空線路にあっては０．６ｍ以上（電線がケーブルの場合は、０．３

ｍ以上）であること。 

ｂ 架空電線と建築物等との距離は、０．３ｍ以上であること。 

ｃ 架空電線は、低圧架空線の上に設けないこと。ただし、施工上やむを得ない場合

で、かつ、架空電線と低圧架空線又は高圧架空線との間に保護網を設けた場合は、

この限りでない。 

ｄ 架空電線が低圧架空線又は高圧架空線と接近する場合で、架空電線を低圧架空線

の上方に設ける場合にあっては、相互間の水平距離を架空電線の支持物の地表上
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の高さに相当する距離以上とすること。 

ｅ 架空電線の高さは、次によること。 

(a) 道路を横断する場合は、地表上６ｍ以上とすること。 

(b) 鉄道又は軌道を横断する場合は、軌道面上５．５ｍ以上とすること。 

(c) 前(a)及び(b)以外の場合は、地表上５ｍ以上とすること。 ただし、道路以外

の箇所に設ける場合は、地表上４ｍ以上とすることができる。 

ｆ 架空電線と低圧架空線又は高圧架空線と共架する場合は、次に適合すること。 

(a) 架空電線は、低圧架空線又は高圧架空線の下に設けること。 

(b) 架空電線と、他の架空線の離隔距離は、架空線が低圧架空線にあっては、 

０．７ｍ以上、高圧架空線にあっては、１．５ｍ以上とすること。 

(c) 架空電線は、他の架空線により誘導障害が生じないように設けること。 

ｇ その他架空電線については、次によること。 

(a) ちょう架用線は、亜鉛メッキ鋼線（より線に限る。）とし、その太さは、第

１－１５表によること。 

第１－１５表 

 

注 ＰＣ：線の対数 

(b) 架空電線は、がい子又はメッセンジャーワイヤ等で堅ろうに支持し、かつ、

外傷絶縁劣化等を生じないように設けること。 

(c) 架空電線の引込み口及び引出し口には、がい管又は電線管を用いること。 

(d) 架空電線の架空部分の長さの合計が５０ｍを超える場合は、第１－１６６図

に掲げる保安措置を講じること。ただし、架空配線が、有効な避雷針の保護範

囲内にある場合又は屋外線が、接地された架空ケーブル若しくは地中ケーブル

のみの場合は、この限りでない。 
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第１－１６６図 

エ 屋外配線 

金属管、合成樹脂管、可橈電線管又はケーブルを造営材に沿って施設する場合は、そ

の支持点間の距離は、２ｍ以下とすること。なお、当該造営材がメタルラス張り、ワイ

ヤラス張り又は金属板張りの場合は、十分に絶縁すること。 

オ 接地 

(ｱ) 接地線は、導体直径１．６mm 以上のビニル電線又はこれと同等以上の絶縁性及び

導電性を有する電線を用いること。 

(ｲ) 接地線には、ヒューズその他の遮断器を設けないこと。 

11 無線式自動火災報知設備 

(1) 設備の構成（例） 

無線方式を用いた自動火災報知設備は、無線設備規則（昭和２５年電波管理委員会規則

第１８号）の第４９条の１７に規定する省電力セキュリティーシステムの無線局の無線設

備であり、無線式感知器、無線式発信機、無線式地区音響装置、無線式中継器又は無線式

受信機を含んだもので構成される。（第１－１６７、－１６８図参照） 

 

第１－１６７図 

 

第１－１６８図 
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(2) 機器 

無線を用いた機器には検定合格証票等の他に、特定無線設備の技術基準適合証明等の表

示（ ）が付されていること。 

ア 無線式受信機 

(ｱ) 電波を発信する機能を有するものは次によること。 

ａ 発信される信号の電界強度の値は、当該受信機から３ｍ離れた位置において設計

値以上であること。 

ｂ 他の機器と識別できる信号を発信すること。 

(ｲ) 電波を受信する機能を有するものにあっては、受信感度（無線式受信機から３ｍ離

れた位置から発信される信号を受信できる最低の電界強度の値をいう。）の値が設計

値以下であること。 

(ｳ) 次に掲げる場合は、音響装置及びその旨の表示灯が自動的に作動すること。 

ａ 無線式感知器等が発する異常である旨の信号を受信した場合又は無線式感知器等

が発信する信号が受信できない場合 

ｂ 電池を用いる無線式感知器等における電圧が当該無線式感知器等を有効に作動で

きる電圧の下限値となった場合 

(ｴ) 無線式感知器等の無線設備の発信状態を手動で確認できる装置を設けるものにあっ

ては、当該装置の操作中に現に確認している警戒区域以外の警戒区域からの火災信号、

火災表示信号又は火災情報信号を受信したときは、火災表示をすることができるもの

であること。 

イ 無線式感知器 

(ｱ) 発信される信号の電界強度の値は、当該感知器から３ｍ離れた位置において設計値

以上であること。 

(ｲ) 無線設備が火災信号を受信してから発信するまでの所要時間が５秒以内であり、無

線設備が火災信号の受信を継続している間（受信機又は他の連動型警報機能付感知器

から火災信号を受信した旨を確認できるものにあっては、受信機から当該確認をでき

るまでの間に限る。）は、断続的に当該信号を発信すること。 

(ｳ) 火災信号の発信を容易に確認することができる装置を設けること。ただし、受信機

から当該確認をできるものにあっては、この限りでない。 

(ｴ) 無線設備の発信状態を伝える信号を１６８時間以内ごとに自動的に中継器又は受信

機に発信できる装置を設けること。ただし、受信機から当該無線設備の発信状態を確

認できるもの又は連動型警報機能付感知器にあってはこの限りでない。 

(ｵ) 他の機器と識別できる信号を発信すること。 

(ｶ) 電波を受信する機能を有するものにあっては、受信感度（無線式感知器から３ｍ離

れた位置から発信される信号を受信できる最低の電界強度をいう。）の値が設計値以
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下であること。 

(ｷ) 電源に電池を用いるもの（連動型警報機能付感知器を除く。）にあっては、次によ

ること。 

ａ 電池の交換が容易にできること。 

ｂ 電池の電圧が感知器を有効に作動できる電圧の下限値となったとき、その旨を受

信機に自動的に発信することができること。 

ウ 無線式中継器 

(ｱ) 電波を発信する機能を有するものは次によること。 

ａ 発信される信号の電界強度の値は、当該中継器から３ｍ離れた位置において設計

値以上であること。 

ｂ 無線設備は火災信号の受信を継続している間（受信機から火災信号を受信した旨

を確認できるものにあっては、火災信号の受信を受信機から確認できるまでの間

に限る。）は、断続的に当該信号を発信すること。 

ｃ 無線設備の発信状態を伝える信号を１６８時間以内ごとに自動的に他の中継器又

は受信機に発信できる装置を設けること。 

ｄ 他の機器と識別できる信号を発信すること。 

(ｲ) 電波を受信する機能を有するものは次によること。 

ａ 無線式感知器等から発信された信号を受信し、これを自動的に受信機に発信する

こと。 

ｂ 無線式感知器等の無線設備の発信状態を手動で確認できる装置を設けるものにあ

っては、当該装置の操作中に現に確認している警戒区域以外の警戒区域の無線式

感知器等から火災信号、火災表示信号又は火災情報信号を受信したときは、受信

機に信号を発信すること。 

(ｳ) 電源に電池を用いるものにあっては、次によること。 

ａ 電池の交換が容易にできること。 

ｂ 電池の電圧が中継器を有効に作動できる電圧の下限値となったとき、その旨を受

信機に自動的に発信することができること。 

エ 無線式地区音響装置 

電源に電池を用いる場合にあっては、電池の交換が容易にでき、かつ、電池の電圧が

地区音響装置を有効に作動できる電圧の下限値となったとき、その旨を受信機に自動的

に発信することができること。 

オ 無線式発信機 

(ｱ) 発信される信号の電界強度の値は、当該発信機から３ｍ離れた位置において設計値

以上であること。 

(ｲ) 無線設備が火災信号を受信してから発信するまでの所要時間が５秒以内であり、無
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線設備が火災の受信を継続している間（受信機から火災信号を受信した旨を確認でき

るものにあっては、受信機から当該確認をできるまでの間に限る。）は、断続的に当

該信号を発信すること。 

(ｳ) 無線設備の発信状態を伝える信号を１６８時間以内ごとに自動的に中継器又は受信

機に発信できる装置が設けられていること。ただし、受信機から当該無線設備の発信

状態を確認できるもの又は連動型警報機能付感知器にあっては、この限りでない。 

(ｴ) 他の機器と識別できる信号を発信すること。 

(ｵ) 電波を受信するものにあっては、受信感度（無線式発信機から３ｍ離れた位置から

発信される信号を受信できる最低の電界強度をいう。）の値が設計値以下であること。 

(ｶ) 電源に電池を用いるものにあっては、次によること。 

ａ 電池の交換が容易にできること。 

ｂ 電池の電圧が発信機を有効に作動できる電圧の下限値となったとき、その旨を受

信機に自動的に発信することができること。 

12 特定小規模施設用自動火災報知設備 

「特定小規模施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に

関する省令」（平成２０年総務省令第１５６号）の第２条第１項に規定する特定小規模施設

又はその部分に設置する特定小規模施設用自動火災報知設備は、次の通知文によること。 

・「特定小規模施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に

関する省令」（平成２０年総務省令第１５６号） 

・「特定小規模施設用自動火災報知設備の設置及び維持に関する技術上の基準」（平成２０

年消防庁告示第２５号） 

・「消防法施行規則の一部を改正する省令等の公布について（通知）」（平成２０年１２月 

２６日消防予第３４４号） 

・「特定小規模施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に

関する省令等の公布について（通知）」（平成２０年１２月２６日消防予第３４５号） 

・「火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令の一部を改正する省

令」（平成２０年総務省令第１５８号） 

・「火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令の一部を改正する省

令の公布について（通知）」（平成２０年１２月２６日消防予第３４７号） 

・「火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令の一部を改正する省

令の公布について（通知）」（平成２１年３月９日消防予第１０１号） 

・「無線式自動火災報知設備及び特定小規模施設用自動火災報知設備の運用について」（平

成２１年３月２３日消防予第１１９号） 

・「消防法施行令の一部を改正する政令等の公布について」（平成２５年１２月２７日消防

予第４９２号） 
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・「消防法施行規則及び特定共同住宅等における必要とされる防火安全性能を有する消防の

用に供する設備等に関する省令の一部を改正する省令の公布について」（平成２７年２月

２７日消防予第８２号） 

・「消防法施行規則等の一部を改正する省令の公布について」（平成３０年６月１日消防予

第３６９号） 

・「消防用設備等の点検要領の一部改正について（通知）」（平成３０年６月１日消防予第

３７３号） 

・「消防用設備等に係る執務資料の送付について（通知）」（平成３０年６月１５日消防予

第４２６号） 

13 複合型住居施設用自動火災報知設備 

「複合型住居施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に

関する省令」（平成２２年総務省令第７号）に規定する令別表第１（１６）項イの防火対象

物（同表（５）項ロの用途が存している場合で、かつ、その他の部分が（６）項ロ及びハの

用途に供される部分のみで構成されたものに限る。）のうち、（６）項ロ又はハの用途に供

される部分に設置する複合型住居施設用自動火災報知設備は、次の通知文によること。 

・「複合型住居施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に

関する省令」（平成２２年総務省令第７号） 

・「複合型住居施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に

関する省令等の公布について（通知）」（平成２２年２月５日消防予第５９号） 

・「複合型住居施設における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に

関する省令等の参考資料の送付について」（平成２２年２月５日事務連絡） 

14 特例適用の運用基準 

令３２条の規定を適用する場合は、次によること。 

(1) 自動火災報知設備は、次のいずれかに該当する場合、設置しないことができる。 

ア 電力の開閉所（電力の開閉に油入開閉器を設置する開閉所を除く。）で、主要構造部

を耐火構造とし、屋内に面する天井（天井のない場合は屋根）、壁及び床が準不燃材料

で作られているもの。 

イ 令第２１条第１項第３号に掲げる防火対象物のうち、令別表第一（１６）項イ（同表

（２）項ニ、（５）項イ、（６）項イ⑴から⑶まで若しくはロ又は（６）項ハ（利用者

を入居させ、又は宿泊させるものに限る。）に掲げる防火対象物の用途に供される部分

が存するものを除く。）に掲げる防火対象物で、次の（ｱ）及び（ｲ）の要件に適合する

場合は、令第３２条を適用し、自動火災報知設備を設置しないことができる。 

（ｱ）防火対象物の延べ面積は、５００㎡未満であること。 

（ｲ）令別表第一（１）項、（２）項イからハまで、（３）項、（４）項、（６）項イ⑷、

ハ（利用者を入居させず、又は宿泊させないものに限る。）若しくはニ又は（９）項
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イに掲げる防火対象物の用途（以下この基準において「特例用途」という。）に供さ

れる部分が、次の a から c に掲げる条件のすべてに適合すること。 

ａ 特例用途に供される部分の存する階は、避難階であり、かつ、無窓階以外の階で

あること。 

ｂ 特例用途に供される部分の床面積の合計は、１５０㎡未満であること。 

ｃ すべての特例用途に供される部分から主要な避難口に容易に避難できること。 

ウ 令第２１条第１項第７号に掲げる防火対象物（令別表第一（２）項ニ、（５）項イ、

（６）項イ⑴から⑶まで若しくはロ又は（６）項ハ（利用者を入居させ、又は宿泊させ

るものに限る。）に掲げる防火対象物の用途に供される部分が存するものを除く。）の

うち、令第４条の２の２第２号に規定する避難階以外の階（以下「避難階以外の階」と

いう。）の特例用途に供される部分のすべてが次のいずれかに該当する場合は、令第３

２条の規定を適用し、自動火災報知設備を設置しないことができる。 

（ｱ）居室以外の部分（機械室、倉庫等）であって、不特定多数の者の出入りがないも 

（ｲ）実態上の用途が特例用途以外の用途に供される部分であって、第１節第１令別表第      

一に掲げる防火対象物の取扱い１（2）イの規定により、主たる用途に供される部分

の従属的な部分を構成すると認められる部分とされたため、当該部分が特例用途に供

される部分として取り扱われているもの。 

（ｳ）一般住宅の用途に供される部分であって、第１節第１令別表第一に掲げる防火対象

物の取扱い１（5）エ(ｱ)の規定により、防火対象物全体が単独の特定用途に供される

防火対象物として取り扱われることとされたため、当該一般住宅の用途に供される部

分が特定用途に供される部分として取り扱われているもの。 

(2) 「複合用途防火対象物等における自動火災報知設備の取扱いについて（平成１４年１２

月１７日消防予第５９５号）」の運用にあたっては、前号イ、ウのほか、次によること。    

ア 条例等規則第７条に基づく消防用設備等基準の特例適用申請書を提出させること。 

イ 令第３２条の規定を適用して自動火災報知設備を設置しないこととされた防火対象物

であても、法第９条の２の規定に基づく住宅用防災機器の設置及び維持について、免れ

るものではないこと。ただし、条例第３２条の５に定める設置の免除及び条例第３２条

の６に定める基準の特例を適用するものにあっては、この限りでない。 
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